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29条-1 

 

 

＜概 要＞ 

 

試験研究用等原子炉施設の設置許可基準規則の要求事項を明確化するとともに、それら要求に対す

る高速実験炉原子炉施設の適合性を示す。  
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29条-2 

 

1. 要求事項の整理 

「常陽」の炉心は、増殖炉心（以下「ＭＫ－Ⅰ炉心」という。）から照射用炉心（以下「ＭＫ－Ⅱ

炉心」という。）へ変更された後、更に変更を加え、熱出力を 140MW とした照射用炉心（以下「ＭＫ

－Ⅲ炉心」という。）に変更された。本申請では、更に変更を加え、熱出力を 100MW とした照射用炉

心（以下「ＭＫ－Ⅳ炉心」という。）を対象とする【「炉心の変更」に関する基本方針：別紙 1参照】。

試験炉設置許可基準規則第 29条における要求事項等を第 1.1表に示す。 
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29条-3 

 

 

第 1.1表 試験炉設置許可基準規則第 29条における要求事項 

及び本申請における変更の有無 

 

要求事項 変更 

の有無 

１ 試験研究用等原子炉施設に設置される実験設備（試験研究用等原子炉を利用して

材料試験その他の実験を行う設備をいう。）及び利用設備（試験研究用等原子炉を利

用して分析、放射性同位元素の製造、医療その他の行為を行うための設備をいう。）

（以下「実験設備等」と総称する。）は、次に掲げるものでなければならない。 

一 実験設備等の損傷その他の実験設備等の異常が発生した場合においても、試験

研究用等原子炉の安全性を損なうおそれがないものとすること。 

二 実験物の移動又は状態の変化が生じた場合においても、運転中の試験研究用等

原子炉に反応度が異常に投入されないものとすること。 

三 放射線又は放射性物質の著しい漏えいのおそれがないものとすること。 

四 試験研究用等原子炉施設の健全性を確保するために実験設備等の動作状況、異

常の発生状況、周辺の環境の状況その他の試験研究用等原子炉の安全上必要なパ

ラメータを原子炉制御室に表示できるものとすること。 

五 実験設備等が設置されている場所は、原子炉制御室と相互に連絡することがで

きる場所とすること。 

【解釈】 

・ 第 29 条は、試験研究用等原子炉に特有の実験設備について定めたものであ

る。なお、第 29 条に規定する「実験設備等」とは、試験研究用等原子炉を使用

する実験設備及び利用設備であり、照射試験用の炉内照射設備（ループを含

む。）、冷中性子源装置等を含む。 

・ 第 1 号に規定する「試験研究用等原子炉の安全性を損なうおそれがないも

の」とは、試験研究用等原子炉を自動停止させる等の機能を有するものを含む。 

・ 第 2号に規定する「反応度が異常に投入されないもの」とは、実験物の状態

変化、移動等によってもたらされる反応度変化が反応度制御系統の操作によっ

て十分安全に制御できる範囲内にあるものをいう。 

・ 第 3号に規定する「著しい漏えいのおそれがないもの」とは、放射線業務従

事者に過度の放射線被ばくをもたらさないように、実験設備等に適切に遮蔽す

るとともに放射性物質の漏えいを防止する対策を講じたもの等をいう。 

・ 第 4号に規定する「実験設備等の動作状況、異常の発生状況、安全上必要な

パラメータを原子炉制御室に表示できるもの」とは、運転中に重要なパラメー

タ（温度、圧力、流量等）が監視でき、また、試験研究用等原子炉の安全に重

大な影響を及ぼすおそれのある異常な状態に対しては、警報設備を設けたもの

等をいう。 

無 
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29条-4 

 

2. 設置許可申請書における記載 

添付 1 参照 

 

3. 設置許可申請書の添付書類における記載 

3.1 安全設計方針 

（１）設計方針 

該当なし 

 

（２）適合性 

添付 2 参照 

 

3.2 気象等 

該当なし 

 

3.3 設備等 

添付 3 参照 
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4. 要求事項への適合性 

4.1 概要 

実験設備は、計測線付実験装置及び照射用実験装置から構成する【実験設備の概要：別紙 2 参

照】。実験設備は、実験設備の損傷その他の実験設備の異常が発生した場合においても、原子炉の

安全性を損なうおそれがないように 、かつ、実験物の移動又は状態の変化が生じた場合において

も、運転中の原子炉に反応度が異常に投入されないように、また、放射線又は放射性物質の著し

い漏えいのおそれがないように設計する。【実験設備等の安全設計において参考とした指針と設置

許可基準規則の比較：別紙 3参照】【実験設備の安全確保の考え方：別紙 4参照】 
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4.2 計測線付実験装置 

計測線付実験装置は、高速増殖炉用機器・システム開発のための炉内試験等を行うための設備

であり、上部構造、案内管及び試料部から構成する。計測線付実験装置の案内管及び試料部は、

炉心の核熱特性に影響を与えない範囲で、炉心内の任意の位置に装荷する。また、計測線付実験

装置は、試料部等に検出器を取り付け、計測線を上部構造を通じて原子炉容器外に取り出すこと

で、照射中の温度等をオンラインで測定できるものとし、原子炉施設の健全性を確保するために

当該実験装置の動作状況、異常の発生状況、周辺の環境の状況その他の原子炉の安全上必要なパ

ラメータを有する場合には、これらを中央制御室に表示できるものとする。なお、計測線付実験

装置は、試験目的に応じ、原子炉運転中に試料部を案内管内で可動できる構造とする。試料部を

可動するための設備は、中央制御室と相互に連絡することができる場所に設置するものとする。 

（１）上部構造 

上部構造は、炉心上部機構に取付けられ、試料部を保持するものであり、カバーガスバウ

ンダリや適切な遮蔽機能を有し、自己作動型炉停止機構開発のための炉内試験等の実験の

目的に応じ、試料部を案内管内で上下駆動できる構造とする（第 4.2.1図参照）。 

（２）案内管 

上部案内管は、炉心上部機構に位置して、試料部と上部構造の一部を内包する。下部案内

管は、炉心支持板に保持され、試料部を導くものである。 

（３）試料部 

試料部には、試験目的に応じ、上部構造に設置した電磁石により保持できる試験体、原子

炉用構造材料等からなる照射試験片を収納した試験体及び熱電対等のモニタ類を装備した

試験体等を使用する。 

試料部は主に照射試験片と構造材からなる。計測線付実験装置のうち、原子炉運転中に試

料部を案内管内で可動できるものにあっては、試料部を可動させても、炉心の核特性に有意

な影響を与えないものとする。 
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第 4.2.1 図 計測線付実験装置（自己作動型炉停止機構開発用）  
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4.3 照射用実験装置 

（１）主要設備 

照射用実験装置は、高速増殖炉用燃料・材料の照射試験等を行うための設備であり、照射

物には、燃料体に該当しない核燃料物質（プルトニウム、ウラン又はトリウムの単体又は混

合物の化合物又は金属）、マイナーアクチニド、核分裂生成物、高速炉用材料等（これらの

混合物を含む。）を使用する。 

照射用実験装置は、本体設備と必要に応じてスペクトル調整設備で構成される。本体設備

は、ステンレス鋼の六角形のラッパ管、エントランスノズル及びハンドリングヘッドから構

成し、照射試料をラッパ管に内包した構造を有する（第 4.3.1図参照）。照射試料は、照射

物をステンレス鋼の照射試料キャプセルに密封した構造を有する。核燃料物質、マイナーア

クチニド、核分裂生成物を装填する場合は、照射試料をＳＵＳ３１６相当ステンレス鋼の外

側容器に装填する。外側容器には開放型と密封型があり、先行試験用γ型コンパートメント

の内壁構造容器若しくは基礎試験用γ型コンパートメントの密封構造容器と同等の構造を

有する。照射試料キャプセルの破損が生じた場合でも、外側容器の健全性を確保する。内壁

構造容器と同等の構造の外側容器を使用する場合にあっては、外側容器の冷却材出口部を

多数の小口径の孔とする等、万一、照射試料キャプセルが破損した場合でも、炉心燃料集合

体の冷却を阻害するおそれのある粒径の照射試料粒子が照射用実験装置の外側へ漏れ出な

い構造とする。主要仕様を第 4.3.1表に示す。 

スペクトル調整設備は、ステンレス鋼の六角形のラッパ管、エントランスノズル及びハン

ドリングヘッドから構成し、ベリリウム若しくは水素含有金属等をラッパ管に内包した構

造を有する。 

本体設備及びスペクトル調整設備の外形主要寸法は、ラッパ管を有する他の炉心構成要

素と同じである。 

本体設備は、炉心の核熱特性に影響を与えない範囲で、炉心内の任意の位置に装荷して使

用する。スペクトル調整設備は、照射試験の目的に応じて、照射位置における中性子スペク

トルを調整するため、炉心の核熱特性に影響を与えない範囲で、本体設備の周囲に装荷する

（炉心燃料領域を除く。）。 

（２）設計方針 

（ⅰ）照射試料は、照射物を照射試料キャプセルに密封した構造とする。照射物に核燃料物

質、マイナーアクチニド、核分裂生成物を使用する場合には、照射試料を外側容器に装

填した構造とする。外側容器は、照射試料キャプセルの破損が生じた場合でも、その健

全性が確保される構造とするとともに、外側容器を密封若しくは外側容器の冷却材出口

部を多数の小口径の孔とする等、炉心燃料集合体の冷却を阻害するおそれのある粒径の

照射試料が照射用実験装置の外側へ漏れ出ない構造とし、原子炉の安全機能を損なうこ

とがないようにする。 

（ⅱ）本体設備は、炉心燃料領域、半径方向反射体領域及び半径方向遮へい集合体領域に装

荷する。また、照射試験の目的に応じて、本体設備の周囲にスペクトル調整設備を装荷

する（炉心燃料領域を除く。）。ただし、本体設備及びスペクトル調整設備は、原子炉の

核熱特性に影響を与えないよう、「4.7.1 設計方針（核設計基準）」、「4.7.3 運転上の

[10]



29条-9 

 

制限又は条件の範囲」、「4.8.2 熱設計基準値及び熱的制限値」及び「4.8.8 熱特性主

要目」の記載値を超えないように装荷することとし、原子炉の核熱特性に影響を与えな

いものとする。 

（ⅲ）核燃料物質を装填する場合にあっては、本体設備 1体あたりの核分裂性物質量は、炉

心燃料集合体（内側）1体あたりの核分裂性物質量の 15％を超えないものとする。 

炉心燃料領域に装荷する本体設備の最大装荷個数は、照射燃料集合体及び照射用実験

装置の合計が 4 体を超えないものとする。半径方向反射体領域及び半径方向遮へい集合

体領域の本体設備の核分裂性物質量は、炉心燃料領域の核分裂性物質量との合計で「3.2 

炉心」に記載された核分裂性物質の全挿入量を超えないものとする。 

上記制限により、放射線業務従事者に過度の放射線被ばくをもたらさないようにする。 

（ⅳ）照射用実験装置及び照射試料は、下記の方針を満足するように設計し、放射性物質の

著しい漏えいが生じないようにする。 

 

照射用実験装置 

ａ．照射用実験装置の輸送中又は取扱中に受ける通常の荷重並びに地震時の

荷重に対して、十分な強度を有するように設計する。 

ｂ．原子炉内における使用期間中の通常運転時及び運転時の異常な過渡変化

時において、照射用実験装置の構成部品にかかる荷重に対する応力計算値

は、ＡＳＭＥ Sec.Ⅲの基準に準拠して設定した値を満たすように設計す

る。 

ｃ．照射試料の異常時において、照射用実験装置の外側容器にかかる荷重に対

する応力計算値は、ＡＳＭＥ Sec.Ⅲの基準に準拠して設定した値を満た

すように設計する。 

照射試料 

ａ．照射物最高温度が溶融温度（熱分解するものの場合は、過度の分解が生じ

ない温度）を超えないように設計する。 

ｂ．核燃料物質、マイナーアクチニド、核分裂生成物を装填する場合の照射試

料キャプセルの内圧は、照射試料キャプセルにかかる引張応力を抑えるよ

うに低く設計する。 

ｃ．核燃料物質、マイナーアクチニド、核分裂生成物を装填する場合の照射試

料キャプセルの各部にかかる荷重に対する応力計算値は、ＡＳＭＥ Sec.

Ⅲの基準に準拠して設定した値を満たすように設計する。 

（ⅴ）スペクトル調整設備には、照射試験上、必要な量のベリリウム等を充填する。 

 

（３）照射試験上の制限 

（ⅰ）照射用実験装置の照射位置 

本体設備：炉心燃料領域、半径方向反射体領域及び半径方向遮へい集合体領域 

スペクトル調整設備：半径方向反射体領域及び半径方向遮へい集合体領域 

ただし、照射用実験装置は、原子炉の核熱特性に影響を与えないよう
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29条-10 

 

装荷する。 

（ⅱ）照射用実験装置の最大発熱量 

本体設備 1体あたりの最大発熱量：140kW 

（ⅲ）照射用実験装置の最大装荷個数 

炉心燃料領域に装荷する場合にあっては、 

最大装荷個数：照射燃料集合体及び照射用実験装置の合計 4体 

半径方向反射体領域及び半径方向遮へい集合体領域に装荷する場合にあっては、 

最大装荷個数（スペクトル調整設備を除く。）：6体 

（ⅳ）照射用実験装置の核分裂性物質量 

核燃料物質を装填する場合にあっては、本体設備 1 体あたりの核分裂性物質量は、

炉心燃料集合体（内側）1 体あたりの核分裂性物質量の 15％を超えないものとする。

また、半径方向反射体領域及び半径方向遮へい集合体領域に装荷した本体設備と炉心

燃料領域の核分裂性物質量との合計で「4.4 炉心の概要」に記載された核分裂性物

質の全挿入量を超えないものとする。 

（ⅴ）照射用実験装置の最高燃焼度 

最高燃焼度：200,000MWd/t（核分裂するものの場合） 

（４）評価 

（ⅰ）原子炉内における使用期間中、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時において、

照射試料の健全性は下記のように保たれる。 

ａ．照射物最高温度 

照射挙動が不明確な材料を用いる場合があるが、通常運転時の最大線出力密度

を制限するとともに、融点及び熱伝導度等を安全側に考慮して設計するため、過出

力時にあっても、照射物最高温度が溶融温度（熱分解するものの場合は、過度の分

解が生じない温度）を超えないようにすることができる。 

ｂ．照射試料キャプセルの内圧及び応力 

核燃料物質、マイナーアクチニド、核分裂生成物を装填した場合、照射試料キャ

プセルの内圧は、照射物から放出される核分裂生成ガス等によって生じ、燃焼とと

もに徐々に上昇するが、ガスプレナムの体積を十分大きくとることにより、照射試

料キャプセルの内圧は低い。 

照射試料キャプセルの応力は、燃焼初期においては小さい。また、燃焼に伴って

内圧が徐々に上昇するが、通常運転時における一次膜応力は照射試料キャプセル

の材料の強度を安全側に考慮して設定した Sm値より小さい。 

（ⅱ）照射用実験装置は、輸送中又は取扱中並びに通常運転時及び運転時の異常な過渡変化

時に種々の荷重が加わるが、これらの荷重に対して十分な強度を有している。 

核燃料物質、マイナーアクチニド、核分裂生成物を装填した照射用実験装置にあって

は、照射試料を外側容器に封入する。運転時の異常な過渡変化又は事故とあいまって、

万一、照射試料キャプセルが破損した際に発生する外側容器内の圧力に対し、外側容器

の肉厚を適切に設定するため、外側容器の健全性は確保される。 

（ⅲ）照射試料キャプセルは十分な強度を有するため、原子炉の安全機能を損なうことはな
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い。また、外側容器は、万一、照射試料キャプセルの破損が生じた場合でも、その健全

性が確保される構造としており、炉心燃料集合体の冷却を阻害するおそれのある粒径の

照射試料は照射用実験装置の外側へ漏れ出ることはなく、原子炉の安全機能を損なうこ

とはない。 

（ⅳ）照射用実験装置において、核燃料物質を装填する場合にあっては、1体あたりの核分

裂性物質量を、最大でも炉心燃料集合体（内側）1 体あたりの核分裂性物質量の 15％を

超えないものとしており、放射線業務従事者に過度の放射線被ばくをもたらすことはな

い。また、照射用実験装置には、輸送又は取扱中並びに通常運転時及び運転時の異常な

過渡変化時に種々の荷重が加わるが、これらの荷重に対して十分な強度を有しており、

放射性物質の著しい漏えいが生じることはない。 
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第 4.3.1 図（1／2） 照射用実験装置（参考用：本体設備 1/2）  
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第 4.3.1 図（2／2） 照射用実験装置（参考用：本体設備 2/2） 
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4.4 炉心の概要 

 4.4.1 構造 

炉心は、ＭＫ－Ⅰ炉心からＭＫ－Ⅱ炉心へ変更された後、更に変更を加え、熱出力を 140MW

としたＭＫ－Ⅲ炉心に変更された。本申請では、更に変更を加え、熱出力を 100MW とした

ＭＫ－Ⅳ炉心を対象とする。ＭＫ－Ⅳ炉心の構造等を以下に示す。 

（１）構造 

炉心は、六角形の燃料集合体及び反射体等を、第 4.4.1 図に示すように、蜂の巣状に配列

した構造で、内側燃料領域、外側燃料領域、軸方向反射体領域、半径方向反射体領域、半径

方向遮へい集合体領域及び熱遮へいペレット領域から構成し、全体をほぼ円柱形状とする。 

炉心燃料集合体は、内側燃料集合体及び外側燃料集合体から構成する。内側燃料領域は、

炉心第 0 列から炉心第 2 列に装荷される内側燃料集合体から構成する。外側燃料領域は、炉

心第 3 列から炉心第 5 列に装荷される外側燃料集合体から構成する。炉心燃料集合体の装荷

個数は、照射燃料集合体及び照射用実験装置の核分裂性物質量の変化、装荷位置及び個数の

変化等に対して、必要な反応度を維持するように調整される。また、炉心第 3 列には、制御

棒 4 本が、炉心第 5 列には後備炉停止制御棒 2 本が配置される。制御棒及び後備炉停止制御

棒の位置を第 4.4.1 図に示す。なお、制御棒は、通常運転時において、ほぼ等しい引き抜き

位置にあるように、後備炉停止制御棒は、全引き抜き位置にあるように操作される。 

半径方向反射体領域及び半径方向遮へい集合体領域は、燃料集合体装荷位置の外周 3 層及

び最外周 2 層に配置される反射体及び遮へい集合体から構成する。反射体は、炉心燃料集合

体の周囲に配置され、半径方向反射体領域を構成し、炉心から漏えいする中性子を散乱反射

し、炉心内の中性子束分布を平坦化するとともに、透過中性子量を低減する遮蔽体としての

役割を有する。反射体は、炉心第 5 列から炉心第 6 列に装荷される内側反射体、炉心第 6 列

から炉心第 8列に装荷される外側反射体（Ａ）、及び原子力材料の照射を目的として装荷され

る材料照射用反射体から構成する。遮へい集合体は、反射体の外側に配置され、炉心から漏

えいする中性子を吸収し、透過中性子量を低減する遮蔽体としての役割を有する。遮へい集

合体は、炉心第 9列から炉心第 10列に装荷される。また、炉心第 7列には、中性子源 1体が

配置され、原子炉の起動時に、炉心に中性子を供給する役割を有する。 

また、照射燃料集合体、材料照射用反射体及び照射用実験装置は、それらの装荷により炉

心の核熱特性に過大な影響を与えないように、装荷位置及び装荷個数を決定する。なお、照

射燃料集合体は燃料集合体装荷位置に、材料照射用反射体及び照射用実験装置は、試験の目

的に応じて、燃料集合体装荷位置及び反射体装荷位置に配置される。 

炉心は、予想される全ての運転範囲において、原子炉出力の過渡的変化に対し、燃料集合

体の損傷を防止又は緩和するため、燃料温度係数、冷却材温度係数及びナトリウムボイド反

応度等を総合した反応度フィードバックが急速な固有の出力抑制効果を有するとともに、出

力振動が発生した場合にあっても、燃料の許容設計限界を超える状態に至らないように十分

な減衰特性を持ち、又は出力振動を制御し得るように設計する。また、燃料集合体、反射体

及び遮へい集合体並びに炉心構造物等は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計

基準事故時において、原子炉を安全に停止し、かつ、停止後に炉心の冷却機能を維持できる

ように設計する。炉心の主要寸法を以下に示す。 
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炉心燃料領域高さ          約 50cm 

     炉心燃料領域等価直径（最大）    約 78cm 

     軸方向反射体領域等価厚さ 上部   約 30cm 

                  下部   約 38cm 

半径方向反射体領域等価厚さ（最小） 約 24cm 

半径方向遮へい集合体領域等価厚さ  約 13cm 

炉心構成要素ピッチ         約 81.5mm 

 

（２）炉心構成要素の最大挿入量及び装荷位置 

燃料集合体の最大個数、炉心燃料領域核分裂性物質量（最大）及び熱遮へいペレット領域

核分裂性物質量（最大）を以下に示す。なお、照射燃料集合体は、炉心燃料領域に装荷する

ものとする。燃料集合体の種類毎の最大個数を第 4.4.1表に示す。 

燃料集合体の最大個数 79 体 

炉心燃料集合体の最大個数 79体 

照射燃料集合体の最大個数 4体 

炉心燃料領域核分裂性物質量（最大） 

      239Pu＋241Pu 約 150kg 

      235Ｕ    約 100kg 

     熱遮へいペレット領域核分裂性物質量（最大） 

      天然ウラン 約 1kg 

      劣化ウラン 約 50kg 

照射燃料集合体の 1 体当たりの核分裂性物質量は、炉心燃料集合体のそれを超えないもの

とする。また、Ｂ型、Ｃ型及びＤ型照射燃料集合体のそれぞれの 1 体当たりの核分裂性物質

量は、Ａ型照射燃料集合体のそれの最大を超えないものとする。なお、照射用実験装置を半

径方向反射体領域に装荷した場合にあっては、炉心燃料領域及び熱遮へいペレット領域の核

分裂性物質量に、半径方向反射体領域の核分裂性物質量を加えても、核分裂性物質の全挿入

量を超えないものとする。 

また、材料照射用反射体は、炉心燃料領域又は反射体領域に装荷され、原子力材料（ステ

ンレス鋼又は制御棒用材料等）の照射試験に用いられる。炉心燃料領域に装荷する材料照射

用反射体は最大 1体とする。ラッパ管内には、原子力材料の照射用試験片が収納される。 

なお、炉心燃料領域に計測線付実験装置を装荷する場合は、材料照射用反射体との合計を

最大 1 体とする。制御棒用材料を照射する材料照射用反射体の装荷は反射体領域に限る。反

射体領域に装荷する材料照射用反射体及び照射用実験装置（本体設備）は、炉心の 6 方向の

各領域で最大 1 体までとする。また、反射体領域に装荷する照射用実験装置（本体設備）の

周囲に設置する照射用実験装置（スペクトル調整設備）は最大 6体とする。 

なお、照射燃料集合体、材料照射用反射体及び照射用実験装置は、制御棒及び後備炉停止

制御棒の隣接位置に装荷しないものとする。 

照射燃料集合体及び炉心燃料領域に装荷する材料照射用反射体の装荷範囲を第 4.4.2 図に
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示す。 

反射体領域に装荷する材料照射用反射体及び照射用実験装置の装荷範囲を第 4.4.3 図に示

す。 
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第 4.4.1 図 標準平衡炉心構成図 
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第 4.4.2 図 照射燃料集合体及び材料照射用反射体（炉心燃料領域）の装荷範囲 
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第 4.4.3 図 反射体領域の材料照射用反射体及び照射用実験装置の装荷範囲 
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4.5 炉心構成 

「常陽」は、高速炉開発に係る燃料や材料の照射試験を運転目的の一つとしており、炉心は、

炉心燃料集合体だけでなく、照射試料を有する照射燃料集合体等を含む。また、照射燃料集合体

等は、試験目的に応じて装荷位置を変更する。 

炉心構成は、運転サイクルにより変動する。一方、設置変更許可段階の炉心設計に当たっては、

運転上の制限又は条件の範囲を定めるため、設計用の代表的な炉心構成の設定を必要とする。設

置変更許可段階における炉心の設計にあたっては、燃料交換による反応度変化及び取り出した炉

心燃料集合体の平均燃焼度がほぼ平衡に達した炉心（以下「標準平衡炉心」という。）を設定する

【炉心構成：第 4.4.1 図参照】。 

標準平衡炉心は、運転上の制限又は条件の範囲を定めるため、照射燃料集合体、材料照射用反

射体及び照射用実験装置の装荷パターンが、装荷パターンが異なる他の炉心の核熱特性を代表す

るものとして選定したものであり、Ｃ型照射燃料集合体 1 体を炉心第 3 列に、Ｂ型照射燃料集合

体 2 体をそれぞれ 1 体ずつ炉心第 1 列と炉心第 3列に、材料照射用反射体 1 体を炉心第 1列に装

荷したものとしている。標準平衡炉心の構成要素の内訳を第 4.5.1 表に示す。炉心燃料集合体の

交換計画は、炉心燃料集合体について、一様かつ高い燃焼度が得られるように、また、出力分布

の変動が小さくなるように策定する。原子炉の運転サイクルは、約 60日間の定格出力運転期間及

び約 19 日間の休止期間（出力上昇及び出力降下期間を含む。）を合計した約 2.5 ヶ月／サイクル

を標準とし、出力分布に応じて 5～9バッチの分散方式で、炉心燃料集合体を交換する。1サイク

ルあたりに取り出す炉心燃料集合体の個数は、平均約 10体となる。また、取り出した炉心燃料集

合体の燃焼度は、燃料集合体最高燃焼度を 80,000MWd/t、燃料要素最高燃焼度を 90,000MWd/t と

し、平均で約 60,000MWd/t となる。なお、標準平衡炉心は、設置変更許可段階の設計用炉心構成

であり、全て新燃料の状態を仮想し、平衡に至るまで炉心燃料集合体を交換したものである。実

炉心におけるＭＫ－Ⅳ炉心への移行は、燃料仕様がＭＫ－Ⅲ炉心と同じであり、継続使用するこ

とを踏まえ、一部内側燃料集合体の脱荷、一部外側燃料集合体の内側反射体への交換等により達

成する。すでに燃焼が進んでいることから、ＭＫ－Ⅳ炉心は、平衡炉心組成に近い状態から開始

することとなる。 

 

第 4.5.1表  標準平衡炉心の構成要素の内訳 

炉心構成要素 装荷数（体） 

炉心燃料集合体 

 

照射燃料集合体 

制御棒 

後備炉停止制御棒 

反射体 

材料照射用反射体 

遮へい集合体 

中性子源 

内側 17 

外側 58 

3 

4 

2 

131 

1 

96 

1 
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4.6 標準平衡炉心を用いた核熱設計における保守性の確保 

設置変更許可段階の炉心設計にあっては、標準平衡炉心を用いて、以下の運転上の制限又は条

件の範囲を定める。 

・ 過剰反応度 

・ 反応度制御能力（主炉停止系）／反応度停止余裕（主炉停止系） 

・ 最大反応度添加率（主炉停止系） 

・ 反応度制御能力（後備炉停止系）／反応度停止余裕（後備炉停止系） 

・ 反応度係数（ドップラ係数、燃料温度係数、構造材温度係数、冷却材温度係数、炉心支持

板温度係数、ナトリウムボイド係数） 

これらの運転上の制限又は条件は、不確かさ・余裕を考慮して評価した核特性範囲の上限値又

は下限値等を使用するものとし、設置変更許可段階では、当該上下限値を保守的に組み合わせた

条件で安全評価を実施し、運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時においても、原子炉冷却

系統、原子炉停止系統、反応度制御系統、計測制御系統及び安全保護回路の機能と併せて機能す

ることにより、燃料の許容設計限界（熱設計基準値）を超えないことを確認することで、炉心構

成が運転サイクルで変動する場合にあっても、以下に示す後段規制において、運転上の制限又は

条件の範囲内にあることを確認することで、炉心の安全性を担保することができるものとしてい

る。 

・ 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」の第 27 条に基づく設計及び

工事の計画の認可申請の段階にあっては、照射燃料集合体、材料照射用反射体及び照射用実

験装置について、照射試験の目的に応じた装荷位置を決定し、その装荷パターンに応じた原

子炉施設の炉心構成における燃料集合体の装荷個数、過剰反応度、反応度制御能力、反応度

添加率及び反応度停止余裕を運転上の制限又は条件の範囲内になるように設計する。当該照

射燃料集合体等の装荷による核熱特性への影響は、設置変更許可段階での評価結果に包絡さ

れるため、運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時においても、原子炉冷却系統、原子

炉停止系統、反応度制御系統、計測制御系統及び安全保護回路の機能と併せて機能すること

により、燃料の許容設計限界（熱設計基準値）を超えない。 

・ さらに、炉心構成の運用の手続きについては、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規

制に関する法律」の第 37条に基づく原子炉施設保安規定に定める。運転段階においても、原

子炉施設保安規定に基づき、サイクル運転に先立ち、炉心構成の制限事項（個数、熱的制限

値、核的制限値）の遵守や核特性への影響が所定の範囲内であることを評価・確認するため、

運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時においても、原子炉冷却系統、原子炉停止系統、

反応度制御系統、計測制御系統及び安全保護回路の機能と併せて機能することにより、燃料

の許容設計限界（熱設計基準値）を超えない。 
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4.7 核設計 

4.7.1 設計方針（核設計基準） 

核設計基準を以下に示す。炉心は、核設計基準を満足するように設計する。なお、核設計計

算手法及び炉定数は、核的モックアップ実験及びＭＫ－Ⅱ炉心やＭＫ－Ⅲ炉心の性能試験の解

析により、それらの精度を確認し、公称値及び不確かさ幅の信頼度を高めるものとし、また、

核設計にあたっては、炉心が、照射用炉心として十分な機能を発揮できることに留意する。 

（１）制御棒は、反応度価値の最も大きな制御棒 1本が全引き抜き位置のまま挿入できない

場合（以下「ワンロッドスタック時」という。）にあっても、原子炉を未臨界に移行する

ことができ、100℃の体系において、未臨界を維持できること。 

（２）後備炉停止制御棒は、原子炉を未臨界に移行することができ、350℃の体系において、

未臨界を維持できること。 

（３）炉心は、予想される全ての運転範囲において、燃料温度係数、冷却材温度係数及びナ

トリウムボイド反応度等を総合した反応度フィードバックが負であること。 

 

4.7.2 計算方法 

核設計計算には、多群中性子拡散理論及び多群中性子輸送理論を用いるものとし、3 次元モ

デルを使用する。なお、モデルに使用する炉心寸法及び組成は定格出力時のものを基準とする。

3 次元モデルは、Tri-Z モデル及び XYZ モデルの 2 種類とし、主要な核設計計算に使用する。

XYZ モデルは、制御棒及び後備炉停止制御棒の反応度価値計算に使用する。モデルの一例とし

て、標準平衡炉心の軸方向計算体系を第 4.7.1 図に示す。なお、炉心最外周には遮へい集合体

を設置しており、炉内燃料貯蔵ラックに装荷した燃料集合体の影響は排除可能である。 

核設計計算で使用する主な計算コードを第 4.7.1 表に示す。また、炉定数は、JFS-3-J3.2R

セットを使用する。エネルギー群数は 70 群を基本とするが、制御棒及び後備炉停止制御棒の

反応度価値計算では、7群縮約定数を使用する。 

なお、当該解析手法は、公開コードを用いて、原子力機構が高速炉の標準的な解析手法とし

て確立したものである。核設計で用いる計算方法及び炉定数については、ＭＫ－Ⅱ炉心やＭＫ

－Ⅲ炉心の性能試験等で得られた実験値と計算値を比較することで、その信頼性を確認する。

検証結果を以下に示す。 

 

・ 実効増倍率については、ＭＫ－Ⅲ炉心の性能試験における実験値が 1.0308、計算値

が 1.0276 となった。過剰反応度の評価において、標準平衡炉心（平衡組成）作成時

の過剰反応度の計算値を、ＭＫ－Ⅲ性能試験に対する計算値と実験値の差を用いて補

正（標準平衡炉心の臨界性の判断に使用）している。 

・ 制御棒反応度価値については、ＭＫ－Ⅲ炉心の性能試験における実験値の計算値に

対する比は 1.04 となった。制御棒反応度価値の補正係数の一つとして、ＭＫ－Ⅲ性

能試験に対する計算値と実験値の比を使用している。 

・ 等温温度係数（ドップラ反応度及び熱膨張反応度）については、ＭＫ－Ⅲ炉心の性

能試験における実験値の計算値に対する比は 1.04 となった。反応度係数の不確かさ

の設定において、ＭＫ－Ⅲ性能試験に対する計算値と実験値の比を使用している。 
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・ 出力分布については、ＭＫ－Ⅱ炉心の性能試験における核種毎の核分裂率分布解析

を行った結果、計算値は実験誤差内で一致した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.7.1 表 核設計用主要計算コード 

計算コード 内容 用途 

ＣＡＳＵＰ 

ＳＬＡＲＯＭ 

ＪＯＩＮＴ 

ＣＩＴＡＴＩＯＮ 

ＰＥＲＫＹ 

ＴＲＩＴＡＣ 

1次元格子計算 

均質格子計算 

インターフェース 

拡散及び燃焼計算 

拡散摂動計算 

輸送計算 

実効断面積作成 

実効断面積作成 

断面積縮約 

一般核特性 

反応度係数 

輸送補正 
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第 4.7.1 図 標準平衡炉心軸方向計算体系 
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4.7.3 運転上の制限又は条件の範囲 

各種の核的特性値については、実験値と計算値の比、及び実験値の実験誤差、外挿誤差、制

御棒及び後備炉停止制御棒の配置の非対称性に係る計算誤差等の不確かさを考慮して、最大値

及び最小値を設定し、安全側の評価となる値を用いる。 

（１）最大過剰反応度 

最大過剰反応度は、サイクル運転（60日）末期に過剰反応度が零となることを想定し、

燃焼補償用反応度、温度補償用及び出力補償用反応度並びに運転余裕用を積み上げて設

定する。定格出力時における最大過剰反応度は 0.020Δk/kとなる。当該反応度は、燃焼

による反応度低下を補償し、これに運転余裕を見込んだものである。また、100℃の体系

から定格出力時の体系における温度及び出力による反応度低下を補償するために必要な

過剰反応度は、計算上の余裕を含めて最大 0.015Δk/k となる。上記より、100℃の体系

における最大過剰反応度は、0.035Δk/k以下となる。標準平衡炉心の過剰反応度の内訳

を第 4.7.2表に示す。 

 

第 4.7.2 表 標準平衡炉心の過剰反応度の内訳 

（単位：Δk/k） 

          

 反応度バランス 
主炉停止系 後備炉停止系 

定格出力時の最大の過剰反応度 0.020 - 

内訳 
燃焼補償用 0.014 - 

運転余裕用 0.006 - 

温度補償用及び出力補償用 0.0149 0.0053 

内訳 

100℃～250℃ 0.0057 - 

250℃～350℃ 0.0039 - 

350℃～定格 0.0053 0.0053 

所要反応度の合計 
0.035 

(0.0349) 

0.006 

(0.0053) 

反応度制御能力 0.050 0.014 

反応度停止余裕 0.015 0.008 

 

（２）反応度停止余裕 

制御棒は、ワンロッドスタック時にあっても、原子炉を未臨界に移行することができ、

100℃の体系において、未臨界を維持できるものとする。後備炉停止制御棒は、原子炉を

未臨界に移行することができ、350℃の体系において、未臨界を維持できるものとする。

なお、反応度停止余裕の評価に当たっては、保守的な制御棒及び後備炉停止制御棒の挿

入パターンで評価するとともに、反応度価値に補正係数を乗じることで、制御棒及び後

備炉停止制御棒の反応度価値の計算の不確かさ、制御棒及び後備炉停止制御棒の中性子

吸収材の燃焼、炉心構成の変動等を考慮するものとする。上述の評価により、制御棒 4
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本挿入時の反応度価値は 0.070Δk/k 以上となる。また、反応度停止余裕は 0.015Δk/k

以上（ワンロッドスタック時）となる。また、後備炉停止制御棒 2 本挿入時の反応度価

値は 0.014Δk/k 以上となり、350℃の体系における反応度停止余裕は 0.008Δk/k以上と

なる。 

（３）制御棒ストローク曲線 

制御棒ストローク曲線を第 4.7.2 図に示す。制御棒ストローク曲線に対する炉心構成

の変動及び炉心の燃焼等の影響は小さく、制御棒による最大反応度添加率は約 0.00016

Δk/k/s である。なお、最大反応度添加率の評価に当たっては、保守的な制御棒及び後備

炉停止制御棒の挿入パターンで評価するとともに、反応度価値に補正係数を乗じること

で、制御棒の反応度価値の計算の不確かさ、制御棒の中性子吸収材の燃焼、炉心構成の

変動等を考慮する。 

なお、燃焼に伴い制御棒の反応度価値の絶対値及び最大変化率は減少し、最大反応度

添加率は、未燃焼時に最大となる。 

（４）反応度係数 

反応度係数は、標準平衡炉心における計算値に対して、炉心構成や燃料初期組成、燃

焼の影響や実測値に基づく不確かさ等を考慮し、炉心支持板温度係数については±20%、

それ以外については±30%の範囲を制限値として設定する。計算結果を以下に示す。 

（ⅰ）ドップラ係数 

通常運転時及び１次冷却材全喪失時における標準平衡炉心のドップラ係数を第 4.7.3

表に示す。第 4.7.3表に示すように、ドップラ係数は負となる。 

 

第 4.7.3 表 標準平衡炉心のドップラ係数 

（単位：Tdk/dT） 

 ドップラ係数 運転上の制限又は条件の範囲 

通常運転時 

１次冷却材全喪失時 

-2.4×10-3 

-2.0×10-3 
-（1.3～3.3）×10-3 

 

（ⅱ）温度係数（ドップラ効果を除く。） 

温度係数は、燃料温度係数、構造材温度係数、冷却材温度係数及び炉心支持板温度係

数から構成する。標準平衡炉心の温度係数を第 4.7.4 表に示す。これらの温度係数は、

燃料ペレット、構造材（被覆管を含む。）、冷却材及び炉心支持板の膨張に起因するもの

であり、全て負となる。 
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第 4.7.4 表 標準平衡炉心の温度係数 

（単位：Δk/k/℃） 

 温度係数 運転上の制限又は条件の範囲 

燃料温度係数 

構造材温度係数 

冷却材温度係数 

炉心支持板温度係数 

-3.2×10-6 

-1.3×10-6 

-9.6×10-6 

-14.2×10-6 

-（2.2～4.2）×10-6 

-（0.8～1.7）×10-6 

-（6.6～12.5）×10-6 

-（1.1～1.7）×10-5 

 

（ⅲ）ナトリウムボイド反応度 

ナトリウムボイド反応度は、原子炉容器内の全ての場所において負である。標準平衡

炉心の１次冷却材全喪失時の反応度の変化（ナトリウムボイド反応度）は－0.019Δk/k

となる。運転上の制限又は条件の範囲は、-（1.3～2.5）×10-2Δk/kとする。 
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第 4.7.2 図 制御棒ストローク曲線  
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4.7.4 出力分布及び最大中性子束 

標準平衡炉心の出力分布及び炉内最大中性子束を第 4.7.5 表に示す。出力分布には、制御棒

の挿入により歪みが生じるため、その評価に当たっては、制御棒の挿入量を考慮する必要があ

る。通常運転時における制御棒の挿入量は、そのストロークの 5/13 以下であるため、出力ピ

ーキング係数は、制御棒の挿入量を、そのストロークの 5/13 として評価したものである。出

力ピーキング係数は、径方向出力ピーキング係数、軸方向出力ピーキング係数及び局所出力ピ

ーキング係数に分類し、径方向出力ピーキング係数を燃料集合体当たりの最大出力と平均出力

との比、軸方向出力ピーキング係数を燃料要素の軸方向最大出力密度と平均出力密度との比、

局所出力ピーキング係数を燃料要素当たりの最大出力と平均出力との比と定義する。 

 

第 4.7.5 表 出力分布及び炉内最大中性子束 

 標準平衡炉心 

出力分布 

出力分担（MW） 

  炉心燃料集合体 

  照射燃料集合体 

  その他 

  (反射体、制御棒等) 

 

95.7 

1.1 

3.2 

 

 出力ピーキング係数 

  径方向 

  軸方向 

  局所 

1.63 

1.33 

1.17 

1.04 

 炉内最大中性子束(n／cm2／s) 

   0.1MeV以上 

   全中性子束 

 

2.9×1015 

4.2×1015 
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4.8 熱設計 

4.8.1 設計方針 

照射用実験装置（本体設備）の熱設計は、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時におい

て、照射物が溶融温度に達することなく、照射試料キャプセルが機械的に破損せず、かつ、冷

却材が沸騰しないよう、照射燃料集合体の設計方針に基づいて行う。ただし、通常運転時、運

転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、他の燃料要素の健全性に影響を与えな

いよう、以下の方針に基づいて行う。 

（ⅰ）照射用実験装置が、原子炉内における使用期間中、通常運転時、運転時の異常な過

渡変化時及び設計基準事故時に原子炉の運転に支障が生ずる場合において、原子炉冷

却系統、原子炉停止系統、反応度制御系統、計測制御系統及び安全保護回路の機能と

併せて機能することにより、熱設計基準値を超えないよう、定格出力時における熱的

制限値を設定し、これを満たすこと。 

（ⅱ）公称値並びに工学的安全係数は、適切な安全余裕を有すること。 

 

4.8.2 熱設計基準値及び熱的制限値 

4.8.2.1 熱設計基準値 

（ⅰ）照射物最高温度は、溶融温度（熱分解するものの場合は、過度の分解が生じない温

度）を超えないこととする。 

（ⅱ）照射試料キャプセル最高温度（肉厚中心）は、890℃とする。 

（ⅲ）冷却材最高温度は、910℃とする。 

（ⅳ）外側容器最高温度（肉厚中心）は、890℃とする。 

 

4.8.2.2 熱的制限値 

照射物最高温度 

溶融温度（熱分解するものの場合は、過度の分解が生じない温度）以下 

照射試料キャプセル最高温度（肉厚中心） 750℃ 

外側容器最高温度（肉厚中心） 675℃ 

 

4.8.3 計算方法 

（１）設計計算手法 

照射燃料集合体の熱設計計算では、以下の（ⅰ）～（ⅶ）に示す式を用いる。 

照射用実験装置の熱設計は、照射燃料集合体と同様に行うこととし、外側容器の温度

については、以下の被覆管と同様に行う。 

 

（ⅰ）冷却材温度 

冷却材温度は、以下の式により計算する。 

     

ここで TNa：冷却材温度（℃） 

∫⋅
+=

x

P
INNa dxxql

CW
TT

0
)(1

[34]
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ql(x)：線出力密度（W／cm） 

W：冷却材流量（g／s） 

CP：冷却材比熱（W・s／g／℃） 

TIN：冷却材入口温度（℃） 

x：炉心下端からの距離（軸方向距離）（cm） 

（ⅱ）被覆管表面温度 

被覆管表面温度は、以下の式により計算する。 

  

ここで TCo：被覆管表面温度（℃） 

De：水力等価直径（cm） 

dCo：被覆管外径（cm） 

KNa：冷却材熱伝導度（W／cm／℃） 

Nu：ヌセルト数 

（ⅲ）被覆管内面温度 

被覆管内面温度は、以下の式により計算する。 

   

ここで TCi：被覆管内面温度（℃） 

KC：被覆管熱伝導度（W／cm／℃） 

dCi：被覆管内径（cm） 

（ⅳ）燃料表面温度 

燃料表面温度は以下の式により計算する。 

     
ここで TS：燃料表面温度（℃） 

hg：ギャップ熱伝達率（W／cm2／℃） 

dP：ペレット直径（cm） 

（ⅴ）燃料最高温度 

溶融温度に達しない範囲の燃料最高温度は以下の式により計算する。なお、プルトニ

ウム・ウラン混合酸化物燃料では、燃料ペレットの相変化及び密度変化を考慮する。 

� 𝑘𝑘 𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑇𝑇𝑝𝑝

𝑇𝑇𝑠𝑠
=
𝑞𝑞𝑞𝑞
4𝜋𝜋

 

ここで TP：燃料最高温度（℃） 

k：燃料熱伝導度（W／cm／℃） 

（ⅵ）燃料溶融半径 

先行試験用要素（溶融あり）の燃料溶融半径は、以下の式により計算する。 

CoNa

e
NaCo d

ql
NuK

DTT
π
⋅⋅+=

1

ql
K

ddTT
C

CiCo
COCi ⋅+=

π2
)/ln(

2/)( CiPg
CiS ddh

qlTT
+⋅

+=
π

[35]
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ここで rm：燃料溶融半径（cm） 

Tm：燃料の溶融温度（℃） 

ro：燃料半径（cm） 

（ⅶ）燃料溶融割合 

先行試験用要素（溶融あり）の燃料溶融割合は、以下の式により計算する。 

     

ここで Vm：燃料溶融割合 

 

（２）物性定数 

熱設計計算における物性定数は、第 4.8.1表に示す値を使用する。 

 

4.8.4 出力分布 

熱設計計算では、第 4.8.2 表に示す出力ピーキング係数を使用する。なお、照射用実験装置

の出力ピーキング係数は、炉心燃料集合体のそれを上回ることはない。 

 

4.8.5 冷却材流量配分 

照射燃料集合体の冷却材流量配分については、炉心燃料集合体のそれと同様に行うが、必要

に応じて照射燃料集合体等の内部に設ける流量調節機構により行う。照射用実験装置の冷却材 

流量配分については、照射燃料集合体のそれと同様に行う。 

 

4.8.6 工学的安全係数 

熱設計計算における工学的安全係数は、燃料ペレット、被覆管、冷却材等の温度上昇の最大

値を求めるための係数であり、照射燃料集合体にあっては、燃料仕様によらず共通する原子炉

熱出力の測定誤差等を含む。なお、照射燃料集合体にあっては、「核原料物質、核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律」の第 27 条に基づく設計及び工事の計画の認可申請の段階におい

て、製作する燃料要素の仕様を踏まえ、燃料仕様に依存する項目について個別に工学的安全係

数を定める。熱設計計算に用いる照射燃料集合体の工学的安全係数を以下に示す。照射用実験

装置にあっては、照射燃料集合体と同じとする。 

 

工学的安全係数 

照射燃料集合体 1.05 

 

4.8.7 過出力因子 

過出力因子は、運転時の異常な過渡変化時において、燃料ペレットが達し得る最高温度及び









−=∫ 2

2

1
π4 o

mTm

Ts r
rqldTk　

2

2

o

m
m r

rV =

[36]



29条-35 

 

ペレット最大溶融割合を求めるための因子である。熱設計計算に用いる過出力因子を以下に示

す。照射用実験装置にあっては、照射燃料集合体と同じとする。 

 

過出力因子 

照射燃料集合体 1.08 

 

4.8.8 熱特性主要目 

熱設計計算に用いる熱特性の主要目を第 4.8.3表に示す。 

 

4.8.9 評価 

照射用実験装置の外側容器にあっても同じである。運転時の異常な過渡変化時における照射

試料キャプセルにあっては、運転時の異常な過渡変化時におけるⅢ型限界照射試験用要素の被

覆管最高温度と同じである。設計基準事故時における照射用実験装置の外側容器最高温度は、

事故時の密封構造容器の到達温度と同じである。設計基準事故時における照射試料キャプセル

にあっては、設計基準事故時におけるⅢ型限界照射試験用要素の被覆管最高温度と同じである。

設計基準事故時における照射物最高温度にあっては、照射挙動が不明確な材料を用いる場合が

あるが、定格出力時の最大線出力密度を制限するとともに、融点及び熱伝導度等を安全側に考

慮して設計するため、溶融温度（熱分解するものの場合は、過度の分解が生じない温度）を超

えないようにすることができる。 
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第 4.8.2 表 出力分布及び炉内最大中性子束 

 標準平衡炉心 

出力分布 

出力分担（MW） 

  炉心燃料集合体 

  照射燃料集合体 

  その他 

  (反射体、制御棒等) 

 

95.7 

1.1 

3.2 

 

 出力ピーキング係数 

  径方向 

  軸方向 

  局所 

1.63 

1.33 

1.17 

1.04 

 炉内最大中性子束(n／cm2／s) 

   0.1MeV以上 

   全中性子束 

 

2.9×1015 

4.2×1015 

 

 

 

第 4.8.3表 熱特性主要目 

原子炉熱出力 100MW 

１次冷却材全流量 約 2,700t／h 

原子炉入口冷却材温度 約 350℃ 

原子炉出口冷却材温度 約 456℃ 

原子炉プレナム最高圧力 約 4kg/cm2[gage]（約 0.39MPa[gage]）＊1 

照射試料最大線出力密度 定格出力時 過出力時 

照射用実験装置 照射試料 約 1,000W/cm 約 1,080W/cm 

＊1：水頭圧を除く。 
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29条-40 

4.9 要求事項（試験炉設置許可基準規則第 29条）への適合性説明 

 

（実験設備等） 

第二十九条 試験研究用等原子炉施設に設置される実験設備（試験研究用等原子炉を利用して材

料試験その他の実験を行う設備をいう。）及び利用設備（試験研究用等原子炉を利用して分析、

放射性同位元素の製造、医療その他の行為を行うための設備をいう。）（以下「実験設備等」と

総称する。）は、次に掲げるものでなければならない。 

一 実験設備等の損傷その他の実験設備等の異常が発生した場合においても、試験研究用等原

子炉の安全性を損なうおそれがないものとすること。 

二 実験物の移動又は状態の変化が生じた場合においても、運転中の試験研究用等原子炉に反

応度が異常に投入されないものとすること。 

三 放射線又は放射性物質の著しい漏えいのおそれがないものとすること。 

四 試験研究用等原子炉施設の健全性を確保するために実験設備等の動作状況、異常の発生状

況、周辺の環境の状況その他の試験研究用等原子炉の安全上必要なパラメータを原子炉制御室

に表示できるものとすること。 

五 実験設備等が設置されている場所は、原子炉制御室と相互に連絡することができる場所と

すること。 

 

適合のための設計方針 

 

 実験設備は、計測線付実験装置及び照射用実験装置から構成する。実験設備は、実験設備の損傷そ

の他の実験設備の異常が発生した場合においても、原子炉の安全性を損なうおそれがないように、か

つ、実験物の移動又は状態の変化が生じた場合においても、運転中の原子炉に反応度が異常に投入さ

れないように、また、放射線又は放射性物質の著しい漏えいのおそれがないように設計する。 

 計測線付実験装置は、上部構造、案内管及び試料部から構成する。計測線付実験装置の案内管及び

試料部は、炉心の核熱特性に影響を与えない範囲で、炉心内の任意の位置に装荷する。また、計測線

付実験装置は、試料部等に検出器を取り付け、計測線を、上部構造を通じて原子炉容器外に取り出す

ことで、照射中の温度等をオンラインで測定できるものとし、原子炉施設の健全性を確保するために

当該実験装置の動作状況、異常の発生状況、周辺の環境の状況その他の原子炉の安全上必要なパラメ

ータを有する場合には、これらを中央制御室に表示できるものとする。なお、計測線付実験装置は、

試験目的に応じ、原子炉運転中に試料部を案内管内で可動できる構造とする。試料部を可動するため

の設備は、中央制御室と相互に連絡することができる場所に設置するものとする。 

 照射用実験装置は、本体設備と必要に応じてスペクトル調整設備で構成される。本体設備は、炉心

の核熱特性に影響を与えない範囲で、炉心内の任意の位置に装荷して使用する。スペクトル調整設備

は、照射試験の目的に応じて、照射位置における中性子スペクトルを調整するため、炉心の核熱特性

に影響を与えない範囲で、本体設備の周囲に装荷する（炉心燃料領域を除く。）。 
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「炉心の変更」に関する基本方針 
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29条-別紙 1-1 

 

1. 概要 

「常陽」の炉心は、増殖炉心（以下「ＭＫ－Ⅰ炉心」という。）から照射用炉心（以下「ＭＫ－Ⅱ

炉心」という。）へ変更された後、更に変更を加え、熱出力を 140MW とした照射用炉心（以下「ＭＫ

－Ⅲ炉心」という。）に変更された。本申請では、更に変更を加え、熱出力を 100MW とした照射用炉

心（以下「ＭＫ－Ⅳ炉心」という。）を対象とする。「炉心の変更」に関する基本方針を以下に示す。 

 

2. 「炉心の変更」に関する基本方針 

「炉心の変更」は、改正された核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の施行に伴

い、「常陽」を「試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則」等に適

合させるための変更を行うにあたり、原子炉停止系統の信頼性を強化し、安全性を向上させること、

一方で、高速炉燃料材料の開発等のための照射試験に必要な性能を維持することを目的とする（別図

1.1 参照）。 

原子炉停止系統は、独立した主炉停止系と後備炉停止系を設けることで信頼性を向上する。それぞ

れの原子炉停止系統に要求される停止能力の確保には、最大過剰反応度の削減が必要であり、ここで

は、熱出力の低減及び燃料集合体最大装荷個数の削減により、出力補償や燃焼補償に係る過剰反応度

を削減して対応することとした。一方で、照射試験性能として考慮すべき主なパラメータである線出

力と中性子照射量は、熱出力低減により基本的に低下する。必要な線出力又は中性子照射量を確保で

きる範囲に維持することも「常陽」の運転目的として肝要である。 

熱出力を 100MWとしたＭＫ－Ⅳ炉心は、これらの要件を満足するものであり、当該炉心に相応する

最大過剰反応度を核的制限値とする。なお、原子炉冷却系統施設の除熱能力は変更しないものとし、

安全裕度を拡大することとしている。 

「炉心の変更」に伴って生じる主な変更点等を別図 1.2に示す。本申請にあっては、ＭＫ－Ⅳ炉心

（熱出力 100MW）での核設計や熱設計を実施するとともに、当該設計結果を炉心燃料集合体の機械設

計や被ばく評価、安全評価等に反映する。 
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別図 1.1 「炉心の変更」に関する基本方針 

 

 

 

 

別図 1.2 「炉心の変更」に伴って生じる主な変更点等 
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実験設備の概要 
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29条-別紙 2-1 

 

1. 実験設備の種類 

「常陽」の実験設備は、計測線付実験装置及び照射用実験装置の 2種類から構成する。 

本申請において、実験設備の種類や主要仕様に変更はない。ただし、炉心の変更において実験設

備の装荷位置・装荷個数を変更している【実験設備の装荷位置・装荷個数の制限：別紙 5参照】。 

 

2. 計測線付実験装置 

計測線付実験装置は、高速増殖炉用機器、システム開発のための炉内試験等を行うための設備で

あり、上部構造、上部案内管、下部案内管及び試料部からなり、オンライン照射データ取得のため

の計測線等を炉外に取り出す構造である。このため、回転プラグに貫通孔がある位置に取り付けら

れる。下部案内管及び試料部は、炉心の核熱特性に影響を与えない範囲で、炉心内の任意の位置

（貫通孔のある所定の位置）貫通孔位置を第 2.1図に示す。なお、炉心燃料領域に計測線付実験装

置を装荷する場合は、材料照射用反射体との合計を最大 1体に制限する。 

試料部には、試験目的に応じた試験体等を使用する。核燃料物質及び放射性物質、制御要素は装

填しない。試験目的に応じ、原子炉運転中に試料部を案内管内で上下駆動できる構造とする場合、

試料部を上下駆動させても、炉心の核特性に有意な影響を与えないように設計する。また、試料部

を上下駆動するための設備は、中央制御室と相互に連絡することができる場所に設置する。 

試料部等に検出器を取り付け、計測線を上部構造を通じて原子炉容器外に引き出すことで、照射

中の温度等をオンラインで測定することが可能である。 

原子炉施設の健全性を確保するために当該実験装置の動作状況、異常の発生状況、周辺の環境の

状況その他の原子炉の安全上必要なパラメータを有する場合には、これらを中央制御室に表示す

る。 

参考に、過去に使用した「常陽」の計測線付実験装置の例として、「試料部可動型実験装置」（上

部構造に設置した電磁石により保持できる試験体を使用）を第 2.2図に、「温度制御型材料照射装

置」（原子炉用構造材料等からなる照射試験片を収納及び熱電対等のモニタ類を装備した試験体を使

用）を第 2.3図に示す。 
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第 2.1図 貫通孔位置 
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第 2.2図 試料部可動型実験装置 

  

下部案内管 

試料部 

上部構造 

上部案内管 

[49]



29条-別紙 2-4 

 

                    

 

第 2.3図 温度制御型材料照射装置 

  

温度制御型材料照射装置
（MARICO）

回転プラグ

炉心上部機構

上部構造

試料部

炉心

原子炉容器

（炉心に装荷した状態）

下部案内管 
試料部 

上部構造 

上部案内管 
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3. 照射用実験装置 

照射用実験装置は、高速増殖炉を用いた核変換技術の開発のための照射試験、高速増殖炉用燃

料・材料の照射試験等を行うための設備であり、本体設備と必要に応じてスペクトル調整設備で構

成される。 

照射物に、燃料体に該当しない核燃料物質、マイナーアクチニド、核分裂生成物、高速炉用材料

等を使用する（核燃料物質使用許可（政令 41条非該当範囲）、放射性同位元素使用許可を今後取得

予定）。燃料体（燃料として使用できる形状又は組成の核燃料物質※）に該当しないことを明確にす

るため、原子炉運転の発熱分担を有しないものとし、本体設備 1体あたりの最大発熱量を 140kW 以

下に制限する。なお、核分裂性物質量については炉心燃料集合体との線出力密度、装荷要素数を考

慮し、本体設備 1体あたりの核分裂性物質量は、炉心燃料集合体（内側）1体あたりの核分裂性物

質量の 15％を超えないようにする。また、炉心燃料領域に装荷する本体設備の最大装荷個数は、照

射燃料集合体及び照射用実験装置の合計が 4体を超えないものとすること等により、原子炉容器内

の核分裂性物質量を制限（最高燃焼度：200,000MWd/t（核分裂するものの場合））する。 

核燃料物質、マイナーアクチニド、核分裂生成物を装填する場合は、照射試料をＳＵＳ３１６相

当ステンレス鋼の外側容器に装填する。外側容器は、先行試験用γ型コンパートメントの内壁構造

容器若しくは基礎試験用γ型コンパートメントの密封構造容器と同等の構造であり、照射試料キャ

プセルの破損が生じた場合でも、外側容器の健全性を確保する。内壁構造容器と同等の構造の外側

容器を使用する場合にあっては、外側容器の冷却材出口部を多数の小口径の孔とする等、万一、照

射試料キャプセルが破損した場合でも、炉心燃料集合体の冷却を阻害するおそれのある粒径の照射

試料粒子が照射用実験装置の外側へ漏れ出ない構造とし、原子炉の安全機能を損なうことがないよ

うに設計する。 

本体設備は、炉心の核熱特性に影響を与えない範囲で、炉心内の任意の位置に装荷して使用す

る。スペクトル調整設備は、ベリリウム若しくは水素含有金属等をラッパ管に内包した構造とす

る。照射試験の目的に応じて、照射位置における中性子スペクトルを調整するため、炉心の核熱特

性に影響を与えない範囲で、本体設備の周囲に装荷する（炉心燃料領域を除く）。スペクトル調整設

備を本体設備の周囲に装荷した炉心例を第 3.1図に示す。 

本体設備の例を第 3.2 図及び第 3.3図に、スペクトル統制設備の例を第 3.4図に示す。 

 

 

※試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則 第一条の二 
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   内側炉心燃料集合体    制御棒 

   外側炉心燃料集合体    後備炉停止制御棒 

   照射燃料集合体    内側反射体 

   照射用実験装置（本体設備）    外側反射体 

 

   照射用実験装置 

    （スペクトル調整設備） 

   材料照射用反射体 

    遮へい集合体 

 

第 3.1図 本体設備及びスペクトル調整設備の装荷した炉心例 

  

照射用実験装置（本体設備） 

照射用実験装置（スペクトル調整設備） 
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第 3.2図 本体設備（核燃料物質等を装填する場合） 

※先行試験要素又は基礎試験要素と同等の構造 

  

外側容器（密封型）外側容器（開放型）
オリフィス

冷却材流入孔

コンパートメント

上部キャップ

下部
ストレーナ

上部
ストレーナ

容器胴

照射試料
キャプセル
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第 3.3図 本体設備（核燃料物質等を装填しない場合） 

※ 材料照射用反射体と同等の構造 

  

照射試料
キャプセル
押えスプリング

照射試料
キャプセル

コンパートメント
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スペーサパッド

ハンドリングヘッド

中性子減速材

スペーサパッド

エントランスノズル

ラッパ管

 

 

第 3.4図 スペクトル調整設備（※構造は検討中） 
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実験設備等の安全設計において参考とした指針 

と設置許可基準規則の比較 
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29条-別紙 3-1 

これまで「常陽」の実験設備は、「水冷却型試験研究用原子炉施設に関する安全設計審査指針」（以

下、「試験炉安全設計審査指針」という。）の指針 27を参考としてきた。 

試験炉設置許可基準規則の第 29 条と試験炉安全設計審査指針の指針 27の比較を第 1表に示す。試

験炉設置許可基準規則の第 29 条の要求事項は、試験炉安全設計審査指針の指針 27 に包含されてお

り、主要仕様【実験設備の概要：別紙 2参照】にも変更がないことから、本申請において、実験設備

の安全確保の考え方【実験設備の安全確保の考え方：別紙 4参照】に変更はない。 
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29条-別紙 3-2 

第
1
表
 
試
験
炉
設
置
許
可
基

準
規
則
の
第

29
条
と
試
験
炉
安
全
設
計
審
査
指
針
の
指
針

2
7
の
比
較
 

試
験
炉
設
置
許
可
基
準

規
則
 

第
29

条
 

試
験
炉

安
全
設
計
審
査

指
針
 

（
指
針

27
）
 

試
験

研
究

用
等

原
子

炉
施
設

に
設

置
さ
れ

る
実

験
設
備

（
試

験
研

究
用

等
原

子
炉

を
利

用
し

て
材

料
試

験
そ

の
他

の
実

験
を
行

う
設
備
を
い
う
。）

及
び
利
用
設
備
（
試
験
研
究
用
等

原
子
炉

を
利

用
し

て
分

析
、
放

射
性
同

位
元
素

の
製

造
、

医
療
そ

の
他
の
行
為
を
行
う
た
め
の
設
備
を
い
う
。）
（

以
下
「
実

験
設

備
等
」

と
総
称

す
る
。）

は
、

次
に

掲
げ

る
も

の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

【
解

釈
】
 

・
 

第
２

９
条
は
、
試
験
研
究
用
等
原
子
炉
に
特
有
の
実
験

設
備
に

つ
い
て

定
め

た
も

の
で

あ
る
。
な

お
、

第
２

９
条
に
規
定
す
る
「
実
験
設
備
等
」
と
は
、
試
験
研

究
用

等
原
子

炉
を
使
用

す
る

実
験

設
備
及

び
利

用
設

備
で
あ
り
、
照
射
試
験
用
の
炉
内
照
射
設
備
（
ル
ー

プ
を
含

む
。
）、

冷
中
性

子
源

装
置

等
を
含

む
。 

    
〔

解
説

〕
 

「
実

験
設
備

等
」
と

は
、
原
子
炉
を
使
用
す
る
実
験
設
備
及
び
利
用
設
備
を
い
う
。
 

指
針

27
は

実
験

設
備
及
び
利

用
設
備
の

う
ち
原
子

炉
の
安
全

に
支
障
を

生
ず
る

お
そ
れ
の

あ
る
設

備
に

つ
い

て
定

め
た
も

の
で
あ
り
、
照
射
試
験
用
の
炉
内
照
射
設
備
（
ル
ー
プ
を
含
む
。）
、
冷
中
性
子
源
装
置

等
が

該
当
す

る
 

一
 

実
験

設
備

等
の

損
傷
そ

の
他

の
実
験

設
備

等
の
異

常
が

発
生

し
た

場
合

に
お

い
て

も
、

試
験

研
究

用
等

原
子

炉
の

安
全
性

を
損
な
う
お
そ
れ
が
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
 

【
解

釈
】
 

・
 
第

１
号
に
規
定
す
る
「
試
験
研
究
用
等
原
子
炉
の
安
全

性
を
損

な
う
お

そ
れ

が
な

い
も

の
」
と

は
、
試

験
研

究
用
等
原
子
炉
を
自
動
停
止
さ
せ
る
等
の
機
能

を
有
す

る
も
の

を
含
む

。
 

１
．
実

験
設

備
等
は

、
そ
の

異
常
又
は
損
傷
に
よ
っ
て
原
子
炉
の
安
全
が
損
な
わ
れ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と

。
 

 
〔

解
説

〕
 

第
１

項
に
は

、
原
子
炉
を
自
動
停
止
さ
せ
る
な
ど
の
必
要
な
事
項
を
含
む
。
 

二
 

実
験

物
の

移
動

又
は
状

態
の

変
化
が

生
じ

た
場
合

に
お

い
て

も
、

運
転

中
の

試
験

研
究

用
等

原
子

炉
に

反
応

度
が

異
常
に

投
入
さ
れ
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
 

【
解

釈
】
 

・
 

第
２
号

に
規
定
す
る
「
反
応
度
が
異
常
に
投
入
さ
れ
な

い
も
の

」
と

は
、
実

験
物

の
状

態
変
化

、
移

動
等

に
よ

っ
て
も
た

ら
さ
れ
る

反
応
度
変
化
が

反
応
度

制
御

系
統

の
操

作
に

よ
っ

て
十

分
安

全
に

制
御

で
き

る
範

囲
内
に
あ
る
も
の
を
い
う
。
 

２
．
実

験
設

備
等
は

、
実
験

物
の
状
態
変
化
、
移
動
等
に
よ
り
運
転
中
の
原
子
炉
に
過
度
の
反
応
度
変
化
を
与
え
な

い
設

計
で
あ

る
こ
と

。
 

〔
解

説
〕
 

第
２

項
に
お

け
る
「
過
度
の
反
応
度
変
化
を
与
え
な
い
」
と
は
、
実
験
物
の
状
態
変
化
、
移
動
等
に
よ
っ

て
も

た
ら

さ
れ

る
反

応
度
変
化

が
反
応
度
制

御
系
の
操
作

に
よ
っ
て
十

分
安
全
に
制

御
で
き
る
範

囲
内
に

あ
る

こ
と
を

い
う
。
 

三
 

放
射
線

又
は
放

射
性
物
質
の
著
し
い
漏
え
い
の
お
そ
れ
が
な
い

も
の
と

す
る

こ
と

。
 

 
【

解
釈

】
 

・
 
第

３
号
に
規
定
す
る
「
著
し
い
漏
え
い
の
お
そ
れ
が
な

い
も
の

」
と
は

、
放

射
線

業
務

従
事
者

に
過
度

の
放

射
線
被
ば
く

を
も
た
ら

さ
な
い
よ
う
に

、
実
験

設
備

等
に

適
切

に
遮

蔽
す

る
と

と
も

に
放

射
性

物
質

の
漏

え
い
を
防
止
す
る
対
策
を
講
じ
た
も
の
等
を

い
う
。
 

３
．
実

験
設

備
等
は

、
照

射
試
料
等
を
含
め
そ
の
内
蔵
す
る
放
射
性
物
質
の
量
に
応
じ
て
適
切
な
設
計
上
の
考
慮
が

な
さ

れ
る
と

と
も
に

、
そ
の
放
射
線
及
び
放
射
性
物
質
の
著
し
い
漏
え
い
の
お
そ
れ
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

〔
解

説
〕
 

第
３

項
は

、
放

射
線
業
務
従

事
者
に
過
度
の

放
射
線
被
ば

く
を
も
た

ら
さ
な
い
よ
う

に
、
内
蔵
す

る
放

射
性

物
質

の
量

に
よ

り
、
適
切

な
遮
へ
い
を

施
す
と
と
も

に
放
射
性
物

質
の
漏
え
い

を
防
止
す
る

対
策
を

講
ず

る
よ
う

設
計
す

る
こ
と
を
い
う
。
 

四
 
試

験
研

究
用
等

原
子
炉
施
設
の
健
全
性
を
確
保
す
る
た
め
に
実

験
設
備

等
の

動
作

状
況

、
異
常

の
発
生

状
況
、

周
辺

の
環

境
の

状
況

そ
の

他
の
試

験
研
究

用
等

原
子
炉

の
安

全
上

必
要

な
パ

ラ
メ

ー
タ

を
原

子
炉

制
御

室
に

表
示

で
き

る
も

の
と
す
る
こ
と
。
 

【
解

釈
】
 

・
 
第

４
号
に
規
定
す
る
「
実
験
設
備
等
の
動
作
状
況
、
異

常
の
発

生
状
況

、
安

全
上

必
要

な
パ
ラ

メ
ー
タ

を
原

子
炉
制
御
室
に
表
示
で
き
る
も
の
」
と
は
、
運
転
中

に
重
要

な
パ
ラ

メ
ー
タ
（

温
度

、
圧
力

、
流

量
等

）
が
監

視
で
き
、
ま
た
、
試
験
研
究
用
等
原
子
炉
の
安

全
に

重
大
な

影
響
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

の
あ
る

異
常

な
状

態
に
対
し
て
は
、
警
報
設
備
を
設
け
た
も
の

等
を
い

う
。
 

４
．

実
験
設

備
等
は

、
原
子

炉
の
安
全
上
必
須
の
事
項
に
つ
い
て
、
制
御
室
で
監
視
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

  
〔

解
説

〕
 

第
４

項
は
、
運

転
中

に
重
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
（
温
度
、
圧
力
、
流
量
等
）
が
監
視
で
き
る
こ
と
、
ま
た
、

原
子

炉
の

安
全

に
重

大
な
影
響

を
及
ぼ
す
お

そ
れ
の
あ
る

異
常
な
状
態

に
対
し
て
は

、
警
報
設
備

を
設
け

る
こ

と
な
ど

を
い
う

。
 

五
 

実
験

設
備

等
が

設
置
さ

れ
て

い
る
場

所
は

、
原
子

炉
制

御
室

と
相

互
に

連
絡

す
る

こ
と

が
で

き
る

場
所

と
す

る
こ

と
。
 

５
．
制
御

室
と
実

験
設
備

等
の
設
置
さ
れ
て
い
る
場
所
と
の
間
は
、
安
全
上
の
連
絡
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。 
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別紙 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験設備の安全確保の考え方 
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29条-別紙 4-1 

 

試験炉設置許可基準規則第 29 条への適合の考え方を第 1 表に、設置変更許可段階、設工認段階、

製作・使用段階の考え方を第 2表に示す。 

計測線付実験装置及び照射用実験装置の第１号への適合性で、「実験設備の装荷位置・装荷個数を

限定する。」については、【実験設備の装荷位置・装荷個数の制限：別紙 5参照】に示す。また、計測

線付実験装置の第２号への適合性で、「原子炉運転中に試料部を案内管内で可動できるものにあって

は、試料部を可動させても、炉心の核特性に有意な影響を与えないように設計する。」については、

過去の設工認における例を【試料部可動型実験装置の設工認例：別紙 6参照】に示す。 

計測線付実験装置では、設工認段階で「過去のトラブル知見を反映する。」としており、詳細を【過

去のトラブル知見の反映：別紙 7参照】に示す。 

 

[60]



29条-別紙 4-2 

 

第 1表 試験炉設置許可基準規則第 29条への適合性 

第 29条 計測線付実験装置 照射用実験装置 

第１号 
実験設備等の損傷その他の実験設備等の
異常が発生した場合においても、試験研究

用等原子炉の安全性を損なうおそれがな
いものとすること。 
【解釈】 

第１号に規定する「試験研究用等原子炉
の安全性を損なうおそれがないもの」と
は、試験研究用等原子炉を自動停止させ

る等の機能を有するものを含む。 

・実験設備の装荷位置・装荷個数を限定す
る。 

・炉心の核熱特性に影響を与えない範囲

で、炉心内の任意の位置に装荷する。 
・実験設備は、実験設備の損傷その他の実

験設備の異常が発生した場合において

も、原子炉の安全性を損なうおそれがな
いように設計する。 

・実験設備の装荷位置・装荷個数を限定す
る。 

・照射試料は、照射物を照射試料キャプセ

ルに密封した構造とする。照射物に核燃
料物質、マイナーアクチニド、核分裂生
成物を使用する場合には、照射試料を外

側容器に装填した構造とする。 
・照射試料キャプセルの破損が生じた場合

でも、外側容器の健全性を確保する。 

・万一、照射試料キャプセルが破損した場
合でも、炉心燃料集合体の冷却を阻害す
るおそれのある粒径の照射試料粒子が

照射用実験装置の外側へ漏れ出ない構
造とし、原子炉の安全機能を損なうこと
がないように設計する。 

第２号 
実験物の移動又は状態の変化が生じた場

合においても、運転中の試験研究用等原子
炉に反応度が異常に投入されないものと
すること。 

【解釈】 
第２号に規定する「反応度が異常に投入
されないもの」とは、実験物の状態変化、

移動等によってもたらされる反応度変
化が反応度制御系統の操作によって十
分安全に制御できる範囲内にあるもの

をいう。 

・原子炉運転中に試料部を案内管内で可動
できるものにあっては、試料部を可動さ

せても、炉心の核特性に有意な影響を与
えないように設計する。 

・試料部の主要構成材料はステンレス鋼で

ある。原子炉運転中に試料部を可動させ
た場合、下部案内管中の冷却材が排除さ
れ、当該位置のナトリウムとステンレス

鋼の存在比が変わる。これは当該位置で
捕獲されるあるいは炉心から漏洩する
中性子の量に影響するが、排除されるナ

トリウムが炉心容積約 240,000cm3中約
400cm3と小さいこと及びナトリウムと
ステンレス鋼の散乱断面積、捕獲断面積

等の違いにより当該位置の低エネルギ
ー側の中性子束は影響を受けるが、燃料
集合体位置の主要なエネルギー領域の

中性子束に与える影響は小さく、炉内の
核分裂反応率はほとんど変わらないこ
となどから、炉心の核特性に与える影響

は問題ない。 

・実験物の移動はない。 
・照射物に核燃料物質等を使用する照射用

実験装置は、照射物を溶融させないよう
に設計するため、核燃料物質の溶融に伴
うスランピングは発生しない。 

第３号 
放射線又は放射性物質の著しい漏えいの

おそれがないものとすること。 
【解釈】 
第３号に規定する「著しい漏えいのおそ

れがないもの」とは、放射線業務従事者
に過度の放射線被ばくをもたらさない
ように、実験設備等に適切に遮蔽すると

ともに放射性物質の漏えいを防止する
対策を講じたもの等をいう。 

・試料部には核燃料物質及び放射性物質を
装填しない。 

・計測線付実験装置は、試料部等に検出器
を取り付け、計測線を上部構造を通じて
原子炉容器外に取り出す。上部構造は、

カバーガスバウンダリや適切な遮蔽機
能を有するものとする。 

・照射試料は、照射物を照射試料キャプセ
ルに密封した構造とする。照射物に核燃

料物質、マイナーアクチニド、核分裂生
成物を使用する場合には、照射試料を外
側容器に装填した構造とする。 

第４号 
試験研究用等原子炉施設の健全性を確保
するために実験設備等の動作状況、異常の

発生状況、周辺の環境の状況その他の試験
研究用等原子炉の安全上必要なパラメー
タを原子炉制御室に表示できるものとす

ること。 
【解釈】 
第４号に規定する「実験設備等の動作状

況、異常の発生状況、安全上必要なパラ
メータを原子炉制御室に表示できるも
の」とは、運転中に重要なパラメータ（温

度、圧力、流量等）が監視でき、また、
試験研究用等原子炉の安全に重大な影
響を及ぼすおそれのある異常な状態に

対しては、警報設備を設けたもの等をい
う。 

・計測線付実験装置は、試料部等に検出器
を取り付け、計測線を上部構造を通じて
原子炉容器外に取り出すことで、照射中

の温度等をオンラインで測定できるも
のとし、原子炉施設の健全性を確保する
ために当該実験装置の動作状況、異常の

発生状況、周辺の環境の状況その他の原
子炉の安全上必要なパラメータを有す
る場合には、これらを中央制御室に表示

する。 

・照射用実験装置は、照射燃料集合体若し
くは材料照射用反射体と同様に、炉心に
装荷して使用される。運転中に監視する

パラメータ及び必要な警報の変更を要
しない、また、照射用実験装置の使用に
あたって、特別な操作はなく、安全上の

連絡を要しない（照射燃料集合体若しく
は材料照射用反射体と同じ）。 

・照射物に核燃料物質等を使用する場合、

照射キャプセルの開孔又は破損は燃料
破損検出系により中央制御室で検知可
能。 

第５号 

実験設備等が設置されている場所は、原子
炉制御室と相互に連絡することができる
場所とすること。 

・試料部を可動するための設備は、中央制

御室と相互に連絡することができる場
所に設置するものとする。 

・照射用実験装置の使用にあたって、特別

な操作はなく、安全上の連絡を要しない
（照射燃料集合体若しくは材料照射用
反射体と同じ）。 
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第 2表 設置変更許可段階、設工認段階、製作・使用段階の管理方法 

 計測線付実験装置 照射用実験装置 

設置変更許可段階
の管理 

主要仕様 
－ ・外側容器の材料、照射キャプセルの材料、

照射物を一定の範囲に制限する。 

試験上の制限 
・照射位置、最大装荷個数を制限。 ・照射位置、最大発熱量、最大装荷個数、

核分裂性物質量、最高燃焼度を制限する。 

核設計 
・炉心は、核設計基準を満足するように設計する。 

・核設計計算で使用する主な計算コードを記載する。 

熱設計 

－ ・本体設備について、熱設計方針、熱設計

基準値、熱的制限値を設定し、記載する。 
・熱設計は、照射燃料集合体と同様に行う
ことを記載する。 

機械設計 
－ ・照射燃料集合体と同様の設計方針（内圧

や荷重の制限）を記載する。 

設工認段階の管理 

主要仕様 

・試験目的に合わせて主要仕様を決定す
る。 
・過去のトラブル知見を反映する。 

・使用前事業者検査により、当該装置の仕
様等を確認・検査する。 

・試験目的に合わせて主要仕様を決定す
る。 
・使用前事業者検査により、当該装置の仕

様等を確認・検査する。 

核設計 
・許可で定めた設計手法により核計算を実施し、結果が許可で定めた方針を満足するこ

とを確認する。 

熱設計 

・必要な冷却材流量を確保できるように設

計し、計算結果が満足することを確認す
る。 

・許可で定めた設計手法により熱計算を実

施し、結果が許可で定めた方針を満足する
ことを確認する。 

機械設計 

・試料部、案内管、駆動部の強度計算結果

により健全性が維持できることを確認す
る。 

・許可で定めた範囲にしたがって、材料（Sm

値等）を決定し、許可に適合していること
を確認する。 
・設計仕様、設計条件のもとでの強度計算

結果が許可で定めた方針を満足すること
を確認する。 

製作・使用段階の管理 

・原子炉施設保安規定に基づき、サイクル運転に先立ち、炉心構成の制限事項（個数、
熱的制限値、核的制限値）の遵守や核特性への影響が所定の範囲内であることを評価・
確認する。 

・照射物に核燃料物質等を使用する照射用実験装置は、燃料破損検出系により、燃料要
素の被覆管の開孔又は破損が検知された場合には、原子炉を停止し、当該実験装置を炉
心から取り出すとともに、放射性廃ガス中の放射性物質の濃度が所定の値を超える場合

には、当該廃ガスを貯留タンクに圧入貯蔵する。 
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実験設備の装荷位置・装荷個数の制限 
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実験設備の装荷位置・装荷個数の制限を第 1表に示す。本申請では炉心を熱出力 100MW のＭＫ－Ⅳ

炉心に変更しており、既許可のＭＫ－Ⅲ炉心と比較して示す。なお、本申請で記載を変更したところ

には下線を引いている。 

 

第 1表 装荷位置・装荷個数の制限 

実験設備 ＭＫ-Ⅳ炉心での制限 既許可（ＭＫ-Ⅲ炉心） 

計測線付実験装置 

・貫通孔位置（第 1図参照） 

・炉心燃料領域に計測線付実験装置

を装荷する場合は、材料照射用反

射体との合計を最大 1体とする。 

・貫通孔位置 

照射用 

実験装 

置 

本体設備 

・炉心燃料領域には、照射燃料集合

体との合計で 4体。 

・反射体領域及び遮へい集合体領域

には 6体。 

※反射体領域には、炉心の 6方向の

各領域で最大 1体（材料照射用反

射体との合計）。 

※制御棒及び後備炉停止制御棒の隣

接位置に装荷しない。 

・炉心燃料領域には、Ｂ型及びＤ型

照射燃料集合体との合計で 7体。 

・反射体領域及び遮へい集合体領域

には 6体。 

スペクトル 

調整設備 

・反射体領域及び遮へい集合体領域

に装荷。 

・本体設備の周囲に装荷（炉心燃料

領域を除く）。 

※反射体領域に装荷する本体設備の

周囲に設置するスペクトル調整設

備は最大 6体。 

・反射体領域及び遮へい集合体領域

に装荷。 

・本体設備の周囲に装荷（炉心燃料

領域を除く）。 

※従来の運用を明確化したもの 
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第 1図 貫通孔位置 
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試料部可動型実験装置の設工認例 
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計測線付実験装置では、試験目的に応じ、原子炉運転中に試料部を案内管内で上下駆動できる構造

とする場合があり、「試料部を上下駆動させても、炉心の核特性に有意な影響を与えないように設計

する」としている。 

ここでは、過去の試料部を可動させた計測線付実験装置（試料部可動型実験装置）について、設工

認時における核熱計算書の例を別添 1に示す。この実験装置では、試料部の落下に伴う反応度は、-1

～-4×10-4Δk/kと小さく、反応度付加率も制御棒より二桁小さく、原子炉の安全性に影響を与える

ものではなかった。 
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別添 1 

試料部可動型実験装置の核熱計算書 

設工認 No.213 

試料部可動型実験装置の製作、炉上部照射用実験装置の製作、材料照射用実験装置の製作 

第 1編 設計及び工事の方法(試料部可動型実験装置の製作) 

添付資料-Ⅶ 

試料部可動型実験装置の核熱設計書 
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別紙 7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去のトラブル知見の反映 
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1. 対象事象 

平成 19年に発生した「計測線付実験装置の試料部切離不能・試料部突出」について、事象の概要

と再発防止対策について示す。なお、本資料に記載の内容については、平成 19年 11月 9日（第 1

報）、平成 20年 9月 1日（第 2報）、平成 21年 7月 22日（最終報）に原子炉等規制法に基づく報告

書を提出済みである。 

 

2. 事象の概要 

照射試験が終了した計測線付実験装置（温度制御型材料照射装置 2号機、以下「MARICO-2」）の保

持部と試料部の切離作業時に、切り離しがなされず、試料部が突き出た状態となり、「高速実験炉

「常陽」における計測線付実験装置との干渉による回転プラグ燃料交換機能の一部阻害」が発生し

た。 

MARICO-2 試料部切離機構は、カッタ支えを下方に移動させ、外側カッタでケーブル等を切断する

とともに、カッタ支えによりフィンガを内側方向に押し「閉」とすることで、試料部を切り離す機

能を有する。MARICO-2 試料部切離機構の概要を第 1図に示す。 

過去の装置（以下、「MARICO-1」）において、同様に試料部を切り離す計測線付Ｃ型照射燃料集合

体（INTA-1,2）の試料部切離機構の寸法から、フィンガ高さを変更しており、MARICO-1,2 では図面

上は試料部を確実に切り離すことが不可能であった。なお、MARICO-1では製作公差の蓄積により結

果的に試料部の切り離しに成功したが、MARICO-2は概ね図面寸法で製作されたため、試料部の切り

離しができなかった。MARICO-1と MARICO-2におけるカッタ支え下降終了時のラッチ状態の比較を

第 2図に示す。 

 

3. 再発防止策 

MARICO-1,2 では、過去の計測線付Ｃ型照射燃料集合体の設計が引き継がれず、試料部切離機構の

設計において不備があった。また、試料部の切離しを確認できずに回転プラグを操作したことで、

計測線付実験装置との干渉による回転プラグ燃料交換機能の一部阻害が発生した。よって、以下の

対策を講じることとした。 

 

（１）試料部切離機構の設計不備に係る再発防止策 

・炉内ナトリウム中で切離機能が要求される計測線付実験装置について、試料部切離機構の

設計見直しを行う。 

・炉内ナトリウム中で切離機能が要求される計測線付実験装置の設計の実施時において、シ

ミュレーションや炉外試験等の手段により、切離機能に係る要求を満足することの検証作

業を確実に実施する。 

・炉内ナトリウム中で切離機能が要求される計測線付実験装置の設計の実施時において、シ

ミュレーションや炉外試験等の手段により、切離機能に係る要求を満足することが検証さ

れていることの確認を品質保証体系の文書の中で明確化する。 

 

（２）計測線付実験装置の試料部切離不能・試料部突出の確認不能に係る再発防止対策 

 ・炉内ナトリウム中で切離機能が要求される計測線付実験装置について、接触式の切離検
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知機能や、画像による確認方法を導入する等、試料部切離確認方法を多様化する。 

 

上記の「（１）試料部切離機構の設計不備に係る再発防止策」については、「設計図書審査マニュ

アル（JOYO-QAS-05-04）」において、計測線付実験装置の設計時にシミュレーションや炉外試験等の

手段により、切離機能に係る要求を満足することの検証作業を確実に実施することを定めており、

同マニュアルに従って、再発防止策を確実に実施する。「（２）計測線付実験装置の試料部切離不

能・試料部突出の確認不能に係る再発防止対策」については、従来の荷重計による重量確認のほか

に、ファイバスコープによる観察、センサの追加など切離確認方法の多様化を図る。 
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添付 1 設置許可申請書における記載 

 

別添１ 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

 

ヌ．その他試験研究用等原子炉の附属施設の構造及び設備 

 

（２）主要な実験設備の構造 

実験設備は、計測線付実験装置及び照射用実験装置から構成する。実験設備は、実

験設備の損傷その他の実験設備の異常が発生した場合においても、原子炉の安全性を

損なうおそれがないように、かつ、実験物の移動又は状態の変化が生じた場合におい

ても、運転中の原子炉に反応度が異常に投入されないように、また、放射線又は放射

性物質の著しい漏えいのおそれがないように設計する。 

（ⅰ）計測線付実験装置 

計測線付実験装置は、上部構造、案内管及び試料部から構成する。計測線付実験装

置の案内管及び試料部は、炉心の核熱特性に影響を与えない範囲で、炉心内の任意の

位置に装荷する。また、計測線付実験装置は、試料部等に検出器を取り付け、計測線

を、上部構造を通じて原子炉容器外に取り出すことで、照射中の温度等をオンライン

で測定できるものとし、原子炉施設の健全性を確保するために当該実験装置の動作状

況、異常の発生状況、周辺の環境の状況その他の原子炉の安全上必要なパラメータを

有する場合には、これらを中央制御室に表示できるものとする。なお、計測線付実験

装置は、試験目的に応じ、原子炉運転中に試料部を案内管内で可動できる構造とす

る。試料部を可動するための設備は、中央制御室と相互に連絡することができる場所

に設置するものとする。 

（ⅱ）照射用実験装置 

照射用実験装置の照射物には、燃料体に該当しない核燃料物質（プルトニウム、ウ

ラン又はトリウムの単体又は混合物の化合物又は金属）、マイナーアクチニド、核分

裂生成物、高速炉用材料等（これらの混合物を含む。）を使用する。 

照射用実験装置は、本体設備と必要に応じてスペクトル調整設備で構成される。本

体設備は、ステンレス鋼の六角形のラッパ管、エントランスノズル及びハンドリング

ヘッドから構成し、照射試料をラッパ管に内包した構造を有する。照射試料は、照射

物をステンレス鋼の照射試料キャプセルに密封した構造を有する。スペクトル調整設

備は、ステンレス鋼の六角形のラッパ管、エントランスノズル及びハンドリングヘッ

ドから構成し、ベリリウム若しくは水素含有金属等をラッパ管に内包した構造を有す

る。 

本体設備は、炉心の核熱特性に影響を与えない範囲で、炉心内の任意の位置に装荷

する。スペクトル調整設備は、照射試験の目的に応じて、照射位置における中性子ス
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ペクトルを調整するため、炉心の核熱特性に影響を与えない範囲で、本体設備の周囲

に装荷する（炉心燃料領域を除く。）。 

炉心燃料領域に装荷した照射用実験装置の個数は、照射燃料集合体との合計で 4 体

以下とする。また、半径方向反射体領域若しくは半径方向遮へい集合体領域に装荷し

た照射用実験装置（スペクトル調整設備を除く。）の個数は 6 体以下とする。 

照射用実験装置（本体設備）1 体当たりの最大発熱量は 140kW とする。 

核燃料物質を装填する場合は、照射用実験装置 1 体当たりの核分裂性物質量は、炉

心燃料集合体（内側）1 体当たりの核分裂性物質量の 15％を超えないものとする。 
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添付 2 設置許可申請書の添付書類における記載（適合性） 

 

添付書類八 

1. 安全設計の考え方 

 

1.8 「設置許可基準規則」への適合 

原子炉施設は、「設置許可基準規則」に適合するように設計する。各条文に対する適合のた

めの設計方針は次のとおりである。 
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（実験設備等） 

第二十九条 試験研究用等原子炉施設に設置される実験設備（試験研究用等原子炉を利用して材

料試験その他の実験を行う設備をいう。）及び利用設備（試験研究用等原子炉を利用して分析、

放射性同位元素の製造、医療その他の行為を行うための設備をいう。）（以下「実験設備等」と

総称する。）は、次に掲げるものでなければならない。 

一 実験設備等の損傷その他の実験設備等の異常が発生した場合においても、試験研究用等原

子炉の安全性を損なうおそれがないものとすること。 

二 実験物の移動又は状態の変化が生じた場合においても、運転中の試験研究用等原子炉に反

応度が異常に投入されないものとすること。 

三 放射線又は放射性物質の著しい漏えいのおそれがないものとすること。 

四 試験研究用等原子炉施設の健全性を確保するために実験設備等の動作状況、異常の発生状

況、周辺の環境の状況その他の試験研究用等原子炉の安全上必要なパラメータを原子炉制御室

に表示できるものとすること。 

五 実験設備等が設置されている場所は、原子炉制御室と相互に連絡することができる場所と

すること。 

 

適合のための設計方針 

 

 実験設備は、計測線付実験装置及び照射用実験装置から構成する。実験設備は、実験設備の損傷そ

の他の実験設備の異常が発生した場合においても、原子炉の安全性を損なうおそれがないように、か

つ、実験物の移動又は状態の変化が生じた場合においても、運転中の原子炉に反応度が異常に投入さ

れないように、また、放射線又は放射性物質の著しい漏えいのおそれがないように設計する。 

 計測線付実験装置は、上部構造、案内管及び試料部から構成する。計測線付実験装置の案内管及び

試料部は、炉心の核熱特性に影響を与えない範囲で、炉心内の任意の位置に装荷する。また、計測線

付実験装置は、試料部等に検出器を取り付け、計測線を、上部構造を通じて原子炉容器外に取り出す

ことで、照射中の温度等をオンラインで測定できるものとし、原子炉施設の健全性を確保するために

当該実験装置の動作状況、異常の発生状況、周辺の環境の状況その他の原子炉の安全上必要なパラメ

ータを有する場合には、これらを中央制御室に表示できるものとする。なお、計測線付実験装置は、

試験目的に応じ、原子炉運転中に試料部を案内管内で可動できる構造とする。試料部を可動するため

の設備は、中央制御室と相互に連絡することができる場所に設置するものとする。 

 照射用実験装置は、本体設備と必要に応じてスペクトル調整設備で構成される。本体設備は、炉心

の核熱特性に影響を与えない範囲で、炉心内の任意の位置に装荷して使用する。スペクトル調整設備

は、照射試験の目的に応じて、照射位置における中性子スペクトルを調整するため、炉心の核熱特性

に影響を与えない範囲で、本体設備の周囲に装荷する（炉心燃料領域を除く。）。 
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 添付書類八の以下の項目参照 

10. その他試験研究用等原子炉の附属施設 
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添付 3 設置許可申請書の添付書類における記載（設備等） 

 

添付書類八 

10. その他試験研究用等原子炉の附属施設 

 

10.1 概要 

原子炉施設には、その他試験研究用等原子炉の附属施設の主要設備として、以下の設備等を設

ける。 

（１）非常用電源設備 

（２）常用電源 

（３）補機冷却設備 

（４）空調換気設備 

（５）ガス供給設備 

（６）脱塩水供給設備 

（７）圧縮空気供給設備 

（８）消火設備 

（９）多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止のための資機材 

（10）実験設備 

 

10.11 実験設備 

実験設備は、計測線付実験装置及び照射用実験装置から構成する。実験設備は、実験設備の損

傷その他の実験設備の異常が発生した場合においても、原子炉の安全性を損なうおそれがないよ

うに 、かつ、実験物の移動又は状態の変化が生じた場合においても、運転中の原子炉に反応度が

異常に投入されないように、また、放射線又は放射性物質の著しい漏えいのおそれがないように

設計する。 

 

10.11.1 計測線付実験装置 

計測線付実験装置は、高速増殖炉用機器・システム開発のための炉内試験等を行うための

設備であり、上部構造、案内管及び試料部から構成する。計測線付実験装置の案内管及び試

料部は、炉心の核熱特性に影響を与えない範囲で、炉心内の任意の位置に装荷する。また、

計測線付実験装置は、試料部等に検出器を取り付け、計測線を上部構造を通じて原子炉容器

外に取り出すことで、照射中の温度等をオンラインで測定できるものとし、原子炉施設の健

全性を確保するために当該実験装置の動作状況、異常の発生状況、周辺の環境の状況その他

の原子炉の安全上必要なパラメータを有する場合には、これらを中央制御室に表示できるも

のとする。なお、計測線付実験装置は、試験目的に応じ、原子炉運転中に試料部を案内管内

で可動できる構造とする。試料部を可動するための設備は、中央制御室と相互に連絡するこ

とができる場所に設置するものとする 。 

（１）上部構造 

上部構造は、炉心上部機構に取付けられ、試料部を保持するものであり、カバーガス
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バウンダリや適切な遮蔽機能を有し、自己作動型炉停止機構開発のための炉内試験等

の実験の目的に応じ、試料部を案内管内で上下駆動できる構造とする（第 10.11.1図参

照）。 

（２）案内管 

上部案内管は、炉心上部機構に位置して、試料部と上部構造の一部を内包する。下部

案内管は、炉心支持板に保持され、試料部を導くものである。 

（３）試料部 

試料部には、試験目的に応じ、上部構造に設置した電磁石により保持できる試験体、

原子炉用構造材料等からなる照射試験片を収納した試験体及び熱電対等のモニタ類を

装備した試験体等を使用する。 

試料部は主に照射試験片と構造材からなる。計測線付実験装置のうち、原子炉運転中

に試料部を案内管内で可動できるものにあっては、試料部を可動させても、炉心の核特

性に有意な影響を与えないものとする。 

 

10.11.2 照射用実験装置 

（１）主要設備 

照射用実験装置は、高速増殖炉用燃料・材料の照射試験等を行うための設備であり、

照射物には、燃料体に該当しない核燃料物質（プルトニウム、ウラン又はトリウムの単

体又は混合物の化合物又は金属）、マイナーアクチニド、核分裂生成物、高速炉用材料

等（これらの混合物を含む。）を使用する。 

照射用実験装置は、本体設備と必要に応じてスペクトル調整設備で構成される。本体

設備は、ステンレス鋼の六角形のラッパ管、エントランスノズル及びハンドリングヘッ

ドから構成し、照射試料をラッパ管に内包した構造を有する（第 10.11.2 図参照）。照

射試料は、照射物をステンレス鋼の照射試料キャプセルに密封した構造を有する。核燃

料物質、マイナーアクチニド、核分裂生成物を装填する場合は、照射試料をＳＵＳ３１

６相当ステンレス鋼の外側容器に装填する。外側容器には開放型と密封型があり、先行

試験用γ型コンパートメントの内壁構造容器若しくは基礎試験用γ型コンパートメン

トの密封構造容器と同等の構造を有する。照射試料キャプセルの破損が生じた場合で

も、外側容器の健全性を確保する。内壁構造容器と同等の構造の外側容器を使用する場

合にあっては、外側容器の冷却材出口部を多数の小口径の孔とする等、万一、照射試料

キャプセルが破損した場合でも、炉心燃料集合体の冷却を阻害するおそれのある粒径

の照射試料粒子が照射用実験装置の外側へ漏れ出ない構造とする。主要仕様を第

10.11.1 表に示す。 

スペクトル調整設備は、ステンレス鋼の六角形のラッパ管、エントランスノズル及び

ハンドリングヘッドから構成し、ベリリウム若しくは水素含有金属等をラッパ管に内

包した構造を有する。 

本体設備及びスペクトル調整設備の外形主要寸法は、ラッパ管を有する他の炉心構

成要素と同じである。 

本体設備は、炉心の核熱特性に影響を与えない範囲で、炉心内の任意の位置に装荷し
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て使用する。スペクトル調整設備は、照射試験の目的に応じて、照射位置における中性

子スペクトルを調整するため、炉心の核熱特性に影響を与えない範囲で、本体設備の周

囲に装荷する（炉心燃料領域を除く。）。 

（２）設計方針 

（ⅰ）照射試料は、照射物を照射試料キャプセルに密封した構造とする。照射物に核燃料

物質、マイナーアクチニド、核分裂生成物を使用する場合には、照射試料を外側容器

に装填した構造とする。外側容器は、照射試料キャプセルの破損が生じた場合でも、

その健全性が確保される構造とするとともに、外側容器を密封若しくは外側容器の冷

却材出口部を多数の小口径の孔とする等、炉心燃料集合体の冷却を阻害するおそれの

ある粒径の照射試料が照射用実験装置の外側へ漏れ出ない構造とし、原子炉の安全機

能を損なうことがないようにする。 

（ⅱ）本体設備は、炉心燃料領域、半径方向反射体領域及び半径方向遮へい集合体領域に

装荷する。また、照射試験の目的に応じて、本体設備の周囲にスペクトル調整設備を

装荷する（炉心燃料領域を除く。）。ただし、本体設備及びスペクトル調整設備は、原

子炉の核熱特性に影響を与えないよう、「3.4.1 設計方針（核設計基準）」、「3.4.3 最

大過剰反応度及び反応度停止余裕」、「3.4.4 反応度係数」、「3.5.2 熱設計基準値及

び熱的制限値」及び「3.5.8 熱特性主要目」の記載値を超えないように装荷すること

とし、原子炉の核熱特性に影響を与えないものとする。 

（ⅲ）核燃料物質を装填する場合にあっては、本体設備 1 体あたりの核分裂性物質量は、

炉心燃料集合体（内側）1 体あたりの核分裂性物質量の 15％を超えないものとする。 

炉心燃料領域に装荷する本体設備の最大装荷個数は、照射燃料集合体及び照射用

実験装置の合計が 4体を超えないものとする。半径方向反射体領域及び半径方向遮へ

い集合体領域の本体設備の核分裂性物質量は、炉心燃料領域の核分裂性物質量との合

計で「3.2 炉心」に記載された核分裂性物質の全挿入量を超えないものとする。 

上記制限により、放射線業務従事者に過度の放射線被ばくをもたらさないように

する。 

（ⅳ）照射用実験装置及び照射試料は、下記の方針を満足するように設計し、放射性物質

の著しい漏えいが生じないようにする。 

 

照射用実験装置 

ａ．照射用実験装置の輸送中又は取扱中に受ける通常の荷重並びに地震時の

荷重に対して、十分な強度を有するように設計する。 

ｂ．原子炉内における使用期間中の通常運転時及び運転時の異常な過渡変化

時において、照射用実験装置の構成部品にかかる荷重に対する応力計算値

は、ＡＳＭＥ Sec.Ⅲの基準に準拠して設定した値を満たすように設計す

る。 

ｃ．照射試料の異常時において、照射用実験装置の外側容器にかかる荷重に対

する応力計算値は、ＡＳＭＥ Sec.Ⅲの基準に準拠して設定した値を満た

すように設計する。 
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照射試料 

ａ．照射物最高温度が溶融温度（熱分解するものの場合は、過度の分解が生じ

ない温度）を超えないように設計する。 

ｂ．核燃料物質、マイナーアクチニド、核分裂生成物を装填する場合の照射試

料キャプセルの内圧は、照射試料キャプセルにかかる引張応力を抑えるよ

うに低く設計する。 

ｃ．核燃料物質、マイナーアクチニド、核分裂生成物を装填する場合の照射試

料キャプセルの各部にかかる荷重に対する応力計算値は、ＡＳＭＥ Sec.

Ⅲの基準に準拠して設定した値を満たすように設計する。 

（ⅴ）スペクトル調整設備には、照射試験上、必要な量のベリリウム等を充填する。 

（３）照射試験上の制限 

（ⅰ）照射用実験装置の照射位置 

本体設備：炉心燃料領域、半径方向反射体領域及び半径方向遮へい集合体領域 

スペクトル調整設備：半径方向反射体領域及び半径方向遮へい集合体領域 

ただし、照射用実験装置は、原子炉の核熱特性に影響を与えないよう

装荷する。 

（ⅱ）照射用実験装置の最大発熱量 

本体設備 1体あたりの最大発熱量：140kW 

（ⅲ）照射用実験装置の最大装荷個数 

炉心燃料領域に装荷する場合にあっては、 

最大装荷個数：照射燃料集合体及び照射用実験装置の合計 4体 

半径方向反射体領域及び半径方向遮へい集合体領域に装荷する場合にあっては、 

最大装荷個数（スペクトル調整設備を除く。）：6体 

（ⅳ）照射用実験装置の核分裂性物質量 

核燃料物質を装填する場合にあっては、本体設備 1体あたりの核分裂性物質量は、

炉心燃料集合体（内側）1 体あたりの核分裂性物質量の 15％を超えないものとする。

また、半径方向反射体領域及び半径方向遮へい集合体領域に装荷した本体設備と炉心

燃料領域の核分裂性物質量との合計で「3. 原子炉本体」に記載された核分裂性物質

の全挿入量を超えないものとする。 

（ⅴ）照射用実験装置の最高燃焼度 

最高燃焼度：200,000MWd/t（核分裂するものの場合） 

（４）評価 

（ⅰ）原子炉内における使用期間中、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時において、

照射試料の健全性は下記のように保たれる。 

ａ．照射物最高温度 

照射挙動が不明確な材料を用いる場合があるが、通常運転時の最大線出力密度

を制限するとともに、融点及び熱伝導度等を安全側に考慮して設計するため、過出

力時にあっても、照射物最高温度が溶融温度（熱分解するものの場合は、過度の分

解が生じない温度）を超えないようにすることができる。 
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ｂ．照射試料キャプセルの内圧及び応力 

核燃料物質、マイナーアクチニド、核分裂生成物を装填した場合、照射試料キャ

プセルの内圧は、照射物から放出される核分裂生成ガス等によって生じ、燃焼とと

もに徐々に上昇するが、ガスプレナムの体積を十分大きくとることにより、照射試

料キャプセルの内圧は低い。 

照射試料キャプセルの応力は、燃焼初期においては小さい。また、燃焼に伴って

内圧が徐々に上昇するが、通常運転時における一次膜応力は照射試料キャプセル

の材料の強度を安全側に考慮して設定した Sm値より小さい。 

（ⅱ）照射用実験装置は、輸送中又は取扱中並びに通常運転時及び運転時の異常な過渡変

化時に種々の荷重が加わるが、これらの荷重に対して十分な強度を有している。 

核燃料物質、マイナーアクチニド、核分裂生成物を装填した照射用実験装置にあっ

ては、照射試料を外側容器に封入する。運転時の異常な過渡変化又は事故とあいまっ

て、万一、照射試料キャプセルが破損した際に発生する外側容器内の圧力に対し、外

側容器の肉厚を適切に設定するため、外側容器の健全性は確保される。 

（ⅲ）照射試料キャプセルは十分な強度を有するため、原子炉の安全機能を損なうことは

ない。また、外側容器は、万一、照射試料キャプセルの破損が生じた場合でも、その

健全性が確保される構造としており、炉心燃料集合体の冷却を阻害するおそれのある

粒径の照射試料は照射用実験装置の外側へ漏れ出ることはなく、原子炉の安全機能を

損なうことはない。 

（ⅳ）照射用実験装置において、核燃料物質を装填する場合にあっては、1体あたりの核

分裂性物質量を、最大でも炉心燃料集合体（内側）1体あたりの核分裂性物質量の 15％

を超えないものとしており、放射線業務従事者に過度の放射線被ばくをもたらすこと

はない。また、照射用実験装置には、輸送又は取扱中並びに通常運転時及び運転時の

異常な過渡変化時に種々の荷重が加わるが、これらの荷重に対して十分な強度を有し

ており、放射性物質の著しい漏えいが生じることはない。 
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第 10.11.1図 計測線付実験装置（自己作動型炉停止機構開発用）  
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第 10.11.2図（1／2） 照射用実験装置（参考用：本体設備 1/2）  

[96]



29条-添付 3-9 

 

 

第 10.11.2図（2／2） 照射用実験装置（参考用：本体設備 2/2） 
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